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議案第  ３  号  

 

 

   流山市附属機関に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て  

 流山市附属機関に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制

定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

提案理由  流山市子ども・子育て会議を設置するほか、流山市青少年問

題協議会を廃止するためである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   流山市附属機関に関する条例の一部を改正する条例  
 流山市附属機関に関する条例（昭和４６年流山市条例第６号）の一部

を次のように改正する。  
 別表中流山市予防接種健康被害調査委員会の項の次に  
 「  

流山市子

ども・子

育て会議  

子ども・子

育てに関す

る主要な施

策に関し必

要な調査及

び審議を行

い、市長に

答申し、又

は建議する

こと。  

会長  

副会長  

委員  

１  児童福祉サ

ービスの提供

を受ける者  

２  児童福祉サ

ービスを提供

する者  

３  私立幼稚園

協会を代表す

る者  

４  民間保育園

協会を代表す

る者  

５  学童保育連

絡協議会を代

表する者  

６  主任児童委

員  

７  学識経験を

有する者  

８  教育委員会

の職員  

９  市民等  

１人  

 

 

１人  

 

 

１人  

 

 

１人  

 

 

１人  

 

 

１人  

 

１人  

 

１人  

 

５人  

２年  

  

                               」  
を加え、流山市青少年問題協議会の項を削る。  
   附  則  
 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  
 



議案第  ４  号  

 

 

   流山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 流山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地域手当の支給割合を８パーセントから７パーセントに引き

下げるためである。  



流山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

流山市職員の給与に関する条例（昭和２６年流山市条例第５号）の一

部を次のように改正する。  

第１０条の２第２項中「１００分の８」を「１００分の７」に改める。  

附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  



議案第  ５  号  

 

 

   流山市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の

制定について  

 流山市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  特殊勤務手当のうち、高所作業手当の支給対象者から高所に

おける伐採作業に従事した者を除くためである。  



流山市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例  

流山市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和５２年流山市条例第９

号）の一部を次のように改正する。  

別表中  

「  

 高所作

業手当  

消防職員で

地上１０メ

ートル以上

の高所にお

いて消火若

しくは救助

の作業又は

高度な訓練

に従事した

者  

消火又

は救助

の作業

に従事

した者  

午後８時

から翌日

の午前６

時までの

間の出動  

１回  680円  

上記以外

の時間の

出動  

１回  550円  

高度な訓練に従事

した者  

日額  550円  

樹木の地上１０メートル以上の

箇所において伐採作業に従事し

た者  

日額  250円  

」  

を  

「  

 高所作

業手当  

消防職員で

地上１０メ

ートル以上

の高所にお

いて消火若

しくは救助

の作業又は

高度な訓練

に従事した

者  

消火又

は救助

の作業

に従事

した者  

午後８時

から翌日

の午前６

時までの

間の出動  

１回  680円  

上記以外

の時間の

出動  

１回  550円  

高度な訓練に従事

した者  

日額  550円  

」  

に改める。  



附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例による改正後の流山市職員の特殊勤務手当に関する条例の

規定は、この条例の施行の日以後に職員が特殊な勤務に従事した場合

について適用し、同日前に職員が特殊な勤務に従事した場合について

は、なお従前の例による。  



議案第  ６  号  

 

 

   流山市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新

築等計画の認定等の申請に対する審査に係る手数料を定めるた

めである。  



   流山市手数料条例の一部を改正する条例  

 流山市手数料条例（平成１２年流山市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。  

 別表中  

「  

長期優良住 宅の普 及 の促進に関する法律第１０条 の規定

に基づく 地位承継 の 承認の申請に対する審査  

 

 

 

１

戸

に

つ

き  

1,700 円  

                                    」  

を  

「  

長期優良住 宅の普 及 の促進に関する法律第１０条 の規定

に基づく 地位承継 の 承認の申請に対する審査  

 

 

 

１

戸

に

つ

き  

1,700 円  

都市の低 炭素

化の促進 に関

する法律 （平

成２４年 法律

第８４号 ）第

５３条第 1 項

の規定に 基づ

く低炭素 建築

物新築等 計画

の認定の 申請

に対する 審査  

申請に係

る低炭素

建築物新

築等計画

が、登録

住宅性能

評価機関

又はエネ

ルギーの

使用の合

理化に関

する法律

（昭和５４

年法律第

４９号）  

１戸建ての住宅の審査  

 

申

請

１

件

に

つ

き  

5,000 円  

共同住宅又

は長屋にお

ける住戸の

みの審査及

び複合建築

物（住宅の

用途及び非

住宅の用途

に供する部

分が混在し

ている建築

物をいう。  

以下同じ。） 

審査の対象となる住

戸の数が１戸のもの  

5,000 円  

審査の対象となる住

戸の数が１戸を超え、

５戸以内のもの  

10,000 円  

審査の対象となる住  17,000 円  
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 第７６条

第１項に

規定する

登録建築

物調査機

関（以下

「登録建

築物調査

機関」と

いう。）

により都

市の低炭

素化の促

進に関す

る法律第

５４条第

１項各号

に掲げる

基準に適

合してい

ると認め

られたも

のである

場合  

における住

戸のみの審

査  

戸の数が５戸を超え

るもの  

  

 共同住宅又

は長屋であ

る建築物全

体の審査  

共用部分の床面積が

３００平方メートル

以内であって、住戸

の数が１戸を超え、

５戸以内のもの  

 19,900 円  

 共用部分の床面積が

３００平方メートル

以内であって、住戸

の数が５戸を超える

もの  

 26,900 円  

 共用部分の床面積が

３００平方メートル

を超え、住戸の数が

１戸を超え、５戸以

内のもの  

 38,000 円  

 共用部分の床面積が

３００平方メートル

を超え、住戸の数が

５戸を超えるもの  

 45,000 円  

  非住宅であ

る建築物全

体の審査  

床面積が３００平方

メートル以内のもの  

 10,000 円  

  床面積が３００平方

メートルを超えるも

の  

 28,000 円  

  複合建築物

全体の審査  

住宅の用

途に供す  

非住宅部

分 の 床 

29,900 円  



 

   る部分に

係る共用

部分の床

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内で

あって、

住戸の数

が１戸を

超え、５

戸以内の

もの  

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の

もの  

  

 非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 47,900 円  

  住宅の用

途に供す

る部分に

係る共用  

部 分 の 

床 面 積 

が３００

平方メー

トル以内

であって、

住戸の数

が５戸を

超えるも

の  

非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の

もの  

 36,900 円  

 非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 54,900 円  

 住宅の用

途に供す

る部分に

係る共用

部分の床  

非住宅部

分 の 床

面 積 が 

３００平

方メート  

 48,000 円  



 

   面 積 が 

３００平

方メート

ル を 超 

え、住戸

の数が１  

戸 を 超

え、５戸

以内のも

の  

ル以内の

もの  

  

  非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 66,000 円  

   住宅の用

途に供す

る部分に

係る共用

部分の床

面 積 が 

３００平

方メート

ル を 超 

え、住戸

の数が５

戸を超え

るもの  

非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の

もの  

 55,000 円  

   非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 73,000 円 

 申請に係

る低炭素

建築物新

築等計画

が登録住

宅性能評

価機関又

は登録建  

１戸建ての住宅の審査  申

請

１

件

に

つ

き  

36,000 円 

共同住宅又

は長屋にお

ける住戸の

みの審査及

び複合建築

物における  

審査の対象となる住

戸の数が１戸のもの  

36,000 円 

審査の対象となる住

戸 の 数 が １ 戸 を 越 え 、 

73,000 円 



 

 築物調査

機関によ

り都市の

低炭素化

の促進に

関する法

律第５４

条第１項

各号に掲

げる基準

に適合し

ていると

認められ

たもの以  

住戸のみの

審査  

５戸以内のもの    

審査の対象となる住

戸の数が５戸を超え

るもの  

 102,000 円 

 共同住宅又

は長屋であ

る建築物全

体の審査  

共用部分の床面積が

３００平方メートル

以内であって、住戸

の数が１戸を超え、

５戸以内のもの  

 188,000 円 

 共用部分の床面積が

３００平方メートル

以内であって、住戸

の数が５戸を超える

もの  

 217,000 円 

 外のもの

である場

合  

共用部分の床面積が

３００平方メートル

を超え、住戸の数が

１戸を超え、５戸以

内のもの  

 263,000 円 

  共用部分の床面積が

３００平方メートル

を超え、住戸の数が

５戸を超えるもの  

 292,000 円 

  非住宅であ

る建築物全

体の審査  

床面積が３００平方

メートル以内のもの  

 255,000 円 

床面積が３００平方

メートルを超えるも

の  

407,000 円 

  複合建築物

全体の審査  

住宅の用

途に供す  

非住宅部

分 の 床 

 443,000 円 

 



   る部分に

係る共用

部分の床

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内で

あって、

住戸の数

が１戸を

超え、５

戸以内の

もの  

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の

もの  

  

  非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 595,000 円 

   住宅の用

途に供す

る部分に

係る共用

部分の床

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内で

あって、

住戸の数

が５戸を

超えるも

の  

非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の

もの  

 472,000 円 

   非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 624,000 円 

   住宅の用

途に供す

る部分に  

非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

 518,000 円 

   係る共用

部分の床

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の  

  



 

   ３００平

方メート

ル を 超 

え、住戸

の数が１  

戸 を 超

え、５戸

以内のも

の  

もの    

   非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 670,000 円 

 住宅の用

途に供す

る部分に

係る共用

部分の床

面 積 が 

３００平

方メート

ル を 超 

え、住戸

の数が５

戸を超え

るもの  

非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ル以内の

もの  

 547,000 円 

   非住宅部

分 の 床 

面 積 が 

３００平

方メート

ルを超え

るもの  

 699,000 円 

 （摘要）  

都市の低 炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定に

よる申出 があった場合は、それぞれ表に定める額に、建築基準

法第１８ 条第２項の規定による建築物に関する計画の通知に対

する審査 の項に定める区分に応じ、それぞれ同項の規定による

額を加算 した額とする。この場合における同項の摘要の５及び

摘要の６ の規定の適用については、これらの規定中「 110,000

円」とあ るのは「 115,350 円」と、「 159,000 円」とあるのは

「 166,800 円」とする。  



 

都市の低 炭素

化の促進に関

す る 法 律 第

５５条 第 1 項

の規定に 基づ

く低炭素 建築

物新築等 計画

の変更認 定の

申請に対 する

審査  

都市の低 炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４

号）第５ ３条第 1 項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画

の認定の 申請に対する審査の項に定める区分に応じた低炭素

建築物新 築等計画の認定申請に係る審査手数料の額に２分の

1 を乗じて得 た額  

（摘要）  

都市の低 炭素化の促進に関する法律第５５条第２項で準用

する同法 第５４条第２項の規定による申出があった場合は、

それぞれ 表に定める額に、建築基準法第１８条第２項の規定

による建 築物に関する計画の通知に対する審査の項に定める

区分に応 じ、それぞれ同項の規定による額を加算した額とす

る。この 場合における同項の摘要の５及び摘要の６の規定の

適用につ いては、これらの規定中「 110,000 円」とあるのは

「 115,300 円」と、「 159,000 円」とあるのは「 166,800 円」

とする。  

                                    」  

に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

 （適用区分）  

２  この条例による改正後の流山市手数料条例の規定（都市の低炭素化

の促進に関する法律第５３条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築

等計画の認定に係る申請に対する審査及び同法第５５条第１項の規定

に基づく低炭素建築物新築等計画の変更認定に係る申請に対する審査

に係る手数料に係る部分に限る。）は、この条例の施行の日以後の同

法第５３条第１項に規定する低炭素建築物新築等計画に係る申請及び

同法第５５条第１項に規定する低炭素建築物新築等計画に係る変更申

請について適用する。  



議案第  ７  号  

 

 

特定事業契約の変更について  

市は､平成１９年流山市議会第２回定例会で議決を経た特定事業契約

を、次のとおり変更する。  

平成２５年２月２１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

１  契 約 の 目 的 小山小学校校舎建設等ＰＦＩ事業  

２  変更前契約金 額 ４，４１０，０６４，８７３円   

３  変更後契約金 額 ４，５４５，５９４，６７３円  

４  変更による増 額   １３５，５２９，８００円  

５  契 約 の 相 手 方 千葉県流山市三輪野山四丁目１８番地の６０  

          おおたかの森ＰＦＩ株式会社  

          代表取締役   加倉井  啓雄  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料  

 

特定事業契約変更概要  

 

契約金額の増額の内訳  

 

１  維持管理業務費  

    ４８，１６４，０００円  

２  運営業務費  

    ８０，９１２，０００円  

３  消費税  

     ６，４５３，８００円  

 

 合計１３５，５２９，８００円  

 



 

議案第  １１  号  

 

 

   流山市老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について  

 流山市老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市老人福祉センターの名称を変更するとともに、施設

等の使用料を徴収するためである。  



   流山市老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例  

 流山市老人福祉センターの設置及び管理に関する条例（昭和４７年流

山市条例第６号）の一部を次のように改正する。  

 題名を次のように改める。  

   流山市高齢者福祉センター森の倶楽部の設置及び管理に関する条

例  

 第１条中「老人福祉センター」を「流山市高齢者福祉センター森の倶

楽部」に改める。  

第２条中「老人の」を「高齢者の」に、「（以下「福祉センター」と

い う 。 ） 」 を 「 とし て 、 流 山 市 高 齢者 福 祉 セ ン タ ー 森の 倶 楽 部 （ 以 下

「森の倶楽部」という。）」に改め、同条に次の１項を加える。  

２  森の倶楽部は、次に掲げる施設及びこれに附属する設備（以下「附

属設備」という。）により構成する。  

（１）大広間  

（２）機能回復訓練室  

（３）娯楽談話室  

（４）図書室  

（５）生活・健康相談室  

（６）ミーティングルーム  

 第３条を次のように改める。  

 （位置）  

第３条  森の倶楽部の位置は、次のとおりとする。  

 流山市大字東深井９８６番地の 1 

 第４条から第７条まで中「福祉センター」を「森の倶楽部」に改める。  

第８条中「福祉センター」を「森の倶楽部」に改め、同条ただし書を

削り、同条に次の１項を加える。  

２  前項に定めるもののほか、６０歳以上の市外居住者その他の特に市

長が必要と認めるものに森の倶楽部を使用させることができる。  

 第９条から第１１条まで中「福祉センター」を「森の倶楽部」に改め

る。  

 第１２条を次のように改める。  

（使用料）  



 

第１２条  森の倶楽部の施設及び附属設備を使用する者は、別表に定め

るところにより使用料を支払わなければならない。  

２  市長は、規則に定める基準に基づき、前項の使用料の全部又は一部

を減額することができる。  

３  第１項の規定により徴収した使用料は、返還しない。ただし、市長

が特別の理由があると認めるときは、その全部又は一部を返還するこ

とができる。  

 附則の次に次の別表を加える。  

別表（第１２条関係）  

区    分  使用料の額  

施設  大広間  

機能回復訓練室  

娯楽談話室  

無料（第８条第２項に規定する者（６０

歳以上の市外居住者に限る。）に該当す

るときは、１人当たり１００円とする。） 

 図書室  

生活・健康相談  

室  

ミーティングル

ーム  

 

附属設

備  

浴場  １人当たり１日につき、１００円（規則

で 定 め る と こ ろ に よ り 月 を 単 位 と し て 

５００円とすることができる。）  

カラオケセット  １団体につき、１時間５００円  

   附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  



議案第  １２  号  

 

 

流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準

並びに事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の制

定について  

流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並び

に事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を別紙のとおり

制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並

びに事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるためであ

る。  



   流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準

並びに事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例  

目次  

第１章  総則（第１条―第３条）  

第２章  指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準（第４

条・第５条）  

第３章  定期巡回・随時対応型訪問介護看護（第６条―第１１条）  

第４章  夜間対応型訪問介護（第１２条・第１３条）  

第５章  認知症対応型通所介護（第１４条―第１９条）  

第６章  小規模多機能型居宅介護（第２０条・第２１条）  

第７章  認知症対応型共同生活介護（第２２条・第２３条）  

第８章  地域密着型特定施設入居者生活介護（第２４条・第２５条）  

第９章  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（第２６条・第

２７条）  

第１０章  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護（第２８条・第２９条）  

第１１章  複合型サービス（第３０条・第３１条）   

第１２章  指定地域密着型サービスに関するその他の基準（第３２条） 

附則  

第１章  総則  

 （趣旨）  

第１条  こ の 条 例 は 、 介 護 保 険 法 （ 平 成 ９ 年 法 律 第 １ ２ ３ 号 。 以 下

「法」という。）第７８条の２第１項及び第４項第１号の規定による

指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準並びに法第７８条

の４第１項及び第２項の規定による指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準について定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、特に定める場合を除

き、法及び介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２４年

厚生労働省令第３０号）による改正後の指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第

３４号。以下「基準省令」という。）において使用する用語の例によ

る。  



 （指定地域密着型サービスの事業の一般原則）  

第３条  指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊

重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければな

らない。  

２  指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業

を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市、地域包括

支援センター、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業

者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携

に努めなければならない。  

   第２章  指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準  

 （指定地域密着型サービスの指定を受けることができる者）  

第４条  法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、法人とする。  

（指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員に関する基準）  

第５条  法第７８条の２第１項の条例で定める数は、２９人とする。  

第３章  定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

 （基本方針）  

第６条  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業は、要介護状態

となった場合においても、その利用者が尊厳を保持し、可能な限りそ

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう、定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問

し、入浴、排せつ、食事等の介護、日常生活上の緊急時の対応その他

の安心してその居宅において生活を送ることができるようにするため

の援助を行うとともに、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回

復を目指すものでなければならない。  

 （評価の結果の報告）  

第７条  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、その提供す

る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質を改善するために、外

部の者による評価を受けたときは、その結果を速やかに市長に報告し

なければならない。  

 （合鍵の管理）  

第８条  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、そのサービ

スの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合は、当該サービスを提

供する事業所の管理者を当該合鍵の管理責任者として定め、その使用



状況の把握、保管その他の合鍵の管理に関する業務に当たらせなけれ

ばならない。  

 （非常災害対策）  

第９条  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、非常災害に

関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体

制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に

必要な訓練又は研修の機会を設けるよう努めなければならない。  

 （衛生管理）  

第１０条  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者に対する衛生教育の徹底を図らな

ければならない。  

 （秘密保持）  

第１１条  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者は、

当該事業所の従業者でなくなった後においても、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならな

い。  

   第４章  夜間対応型訪問介護  

 （基本方針）  

第１２条  指定夜間対応型訪問介護の事業は、要介護状態となった場合

においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、夜間において、

定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し、排せつの介

護、日常生活上の緊急時の対応その他の夜間において安心してその居

宅において生活を送ることができるようにするための援助を行うもの

でなければならない。  

 （準用）  

第１３条  第８条から第１１条までの規定は、指定夜間対応型訪問介護

の事業について準用する。  

   第５章  認知症対応型通所介護  

 （基本方針）  

第１４条  指定認知症対応型通所介護の事業は、要介護状態となった場

合においても、その認知症である利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、



必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社

会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的

及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。  

 （非常災害設備）  

第１５条  単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所は、利用者

を火災、地震等の災害から保護するとともに、被害を軽減させるため

に必要な設備を整備しなければならない。  

 （非常災害対策）  

第１６条  指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災害への対策とし

て避難、搬出その他必要な訓練の実施に当たっては、当該訓練に地域

の住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。  

 （食事）  

第１７条  指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に食事を提供す

る場合は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を

適切な時間に提供しなければならない。  

２  指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に提供する食事に関し、

食材料の地産地消に努めるものとする。  

（衛生管理）  

第１８条  指定認知症対応型通所介護事業者は、当該指定認知症対応型

通所介護事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しな

いように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を

整備し、これを当該事業所の従業者に周知徹底すること等必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。  

 （準用）  

第１９条  第１１条の規定は、指定認知症対応型通所介護の事業につい

て準用する。  

第６章  小規模多機能型居宅介護  

 （基本方針）  

第２０条  指定小規模多機能型居宅介護の事業は、要介護者について、

その居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿

泊させ、当該拠点において、家庭的な環境及び地域の住民との交流の

下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機

能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅に



おいて自立した日常生活を営むことができるようにするものでなけれ

ばならない。  

 （準用）  

第２１条  第７条、第１１条、第１５条、第１７条及び第１８条の規定

は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。  

   第７章  認知症対応型共同生活介護  

 （基本方針）  

第２２条  指定認知症対応型共同生活介護の事業は、要介護者であって

認知症であるものについて、共同生活住居において、家庭的な環境及

び地域の住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでな

ければならない。  

 （準用）  

第２３条  第７条、第１１条、第１５条、第１７条及び第１８条の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。  

第８章  地域密着型特定施設入居者生活介護  

 （基本方針）  

第２４条  指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業は、地域密着

型特定施設サービス計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことにより、

当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者が

指定地域密着型特定施設においてその有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるようにするものでなければならない。  

２  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、安定的かつ継続

的な事業運営に努めなければならない。  

 （準用）  

第２５条  第１１条及び第１５条から第１８条までの規定は、指定地域

密着型特定施設入居者生活介護の事業について準用する。  

   第９章  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

 （基本方針）  

第２６条  指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設を除く。以下この章において同じ。）は、地域密



着型施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生活への

復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、

社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康

管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目指すも

のでなければならない。  

２  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の意思及び人格を尊重

し、常にその者の立場に立って指定地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護を提供するように努めなければならない。  

３  指定地域密着型介護老人福祉施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、

地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、市、地域包括支援

センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、地域密着型サ

ービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。  

 （準用）  

第２７条  第１１条及び第１５条から第１７条までの規定は、指定地域

密着型介護老人福祉施設について準用する。  

第１０章  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護  

 （基本方針）  

第２８条  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者一人

一人の意思及び人格を尊重し、地域密着型施設サービス計画に基づき、

その居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入居前の居宅におけ

る生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユ

ニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活

を営むことを支援しなければならない。  

２  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、地域及び家庭との

結び付きを重視した運営を行い、市、地域包括支援センター、居宅介

護支援事業者、居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、介

護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。  

 （準用）  

第２９条  第１１条及び第１５条から第１７条までの規定は、ユニット



型指定地域密着型介護老人福祉施設について準用する。  

第１１章  複合型サービス  

 （基本方針）  

第３０条  指定複合型サービスの事業は、第２０条に規定する指定小規

模多機能型居宅介護の事業の基本方針を踏まえて行うものであるとと

もに、その利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目

指すものであるということを踏まえて行うものでなければならない。  

 （準用）  

第３１条  第７条、第１１条、第１５条、第１７条及び第１８条の規定

は、複合型サービスの事業について準用する。  

   第１２章  指定地域密着型サービスに関するその他の基準  

 （指定地域密着型サービスに関するその他の基準）  

第３２条  第３条及び第６条から前条までに定めるもののほか、指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準は、基準

省令の定めるところによる。  

   附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

 



議案第  １３  号  

 

 

   流山市指定地域密着型介護予防サービスに係る事業者の指定に関

する基準並びに事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について  

 流山市指定地域密着型介護予防サービスに係る事業者の指定に関する

基準並びに事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  指定地域密着型介護予防サービスに係る事業者の指定に関す

る基準並びに事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定めるためである。  



   流山市指定地域密着型介護予防サービスに係る事業者の指定に関

する基準並びに事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例  

目次  

第１章  総則（第１条―第３条）  

第２章  指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基準

（第４条）  

第３章  介護予防認知症対応型通所介護（第５条―第１０条）  

第４章  介護予防小規模多機能型居宅介護（第１１条―第１３条）  

第５章  介護予防認知症対応型共同生活介護（第１４条・第１５条）  

第６章  指定地域密着型介護予防サービスに関するその他の基準（第

１６条）  

 附則  

   第１章  総則  

 （趣旨）  

第１条  この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）第１１５条の１２第２項第１号の規定による指定地域密着

型介護予防サービス事業者の指定に関する基準並びに法第１１５条の

１４第１項及び第２項の規定による指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について定

めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、法及び介護保険法施

行規則等の一部を改正する省令（平成２４年厚生労働省令第３０号）

による改正後の指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第

３６号。以下「予防基準省令」という。）において使用する用語の例

による。  

 （指定地域密着型介護予防サービスの事業の一般原則）  

第３条  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の意思及び

人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めな



ければならない。  

２  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予

防サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視

し、市、地域包括支援センター、他の地域密着型介護予防サービス事

業者又は介護予防サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉

サービスを提供する者との連携に努めなければならない。  

第２章  指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する

基準  

 （指定地域密着型介護予防サービスの指定を受けることができる者）  

第４条  法第１１５条の１２第２項第１号の条例で定める者は、法人と

する。  

   第３章  介護予防認知症対応型通所介護  

 （基本方針）  

第５条  指定介護予防認知症対応型通所介護の事業は、その認知症であ

る利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことに

より、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能

の維持又は向上を目指すものでなければならない。  

（非常災害設備）  

第６条  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所は、

利用者を火災、地震等の災害から保護するとともに、被害を軽減させ

るために必要な設備を整備しなければならない。  

（非常災害対策）  

第７条  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、非常災害への対

策として避難、搬出その他必要な訓練の実施に当たっては、当該訓練

に地域の住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。  

 （食事）  

第８条  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に食事を

提供する場合は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した

食事を適切な時間に提供しなければならない。  

２  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に提供する食

事に関し、食材料の地産地消に努めるものとする。  

（衛生管理）  



第９条  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための指針を整備し、これを当該事業所の従業者に周知徹底するこ

と等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

 （秘密保持）  

第１０条  指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者は、当該

事業所の従業者でなくなった後においても、正当な理由がなく、その

業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。  

   第４章  介護予防小規模多機能型居宅介護  

 （基本方針）  

第１１条  指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業は、その利用者

が可能な限りその居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若し

くは短期間宿泊させ、当該拠点において、家庭的な環境及び地域の住

民との交流の下で自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、

排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行う

ことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生

活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。  

 （評価の結果の報告）  

第１２条  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、その提供す

る指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質を改善するために、外部

の者による評価を受けたときは、その結果を速やかに市長に報告しな

ければならない。  

 （準用）  

第１３条  第６条及び第８条から第１０条までの規定は、指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。  

   第５章  介護予防認知症対応型共同生活介護  

 （基本方針）  

第１４条  指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業は、その認知

症である利用者が可能な限り共同生活住居において、家庭的な環境及

び地域の住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の

維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すも



のでなければならない。  

 （準用）  

第１５条  第６条、第８条から第１０条まで及び第１２条の規定は、指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。  

   第６章  指定地域密着型介護予防サービスに関するその他の基準  

 （指定地域密着型介護予防サービスに関するその他の基準）  

第１６条  第３条及び第５条から前条までに定めるもののほか、指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準は、予防基準省令の定めるところによる。  

   附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

 



議案第  １４  号  

 

 

流山市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について  
 流山市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例を別紙のとおり制定する。  
  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  本条例において引用する法律の題名及び条項並びに省令の題

名が改められたことに伴い、所要の改正を行うものである。  
 

 

 

 



流山市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例  

流山市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例（昭和５３

年流山市条例第３５号）の一部を次のように改正する。  

第２条中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を

総 合 的 に 支 援 す るた め の 法 律 」 に 、「 第 ５ 条 第 １ ５ 項」 を 「 第 ５ 条 第

１４項」に改める。  

第４条第１号中「障害者自立支援法施行規則」を「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則」に改める。  

附  則  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第２条の改

正 規 定（ 「 第 ５ 条 第 １ ５項 」 を 「 第 ５ 条 第１ ４ 項 」 に 改 め る 部 分 に 限

る。）は、平成２６年４月１日から施行する。  



議案第  １５  号  

 

 

流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例の

一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  本条例において引用する法律の題名及び条項並びに政令の題

名が改められたことに伴い、所要の改正を行うものである。  
 

 

 

 



流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例  

 （流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例

の一部改正）  

第１条  流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する

条例（平成１９年流山市条例第４５号）の一部を次のように改正する。  

第３条第４項中「障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）

第５条第１８項」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第２３項」に改

める。  

第 １ ０ 条 及 び 附 則 第 ２ 項 中 「 障 害 者 自 立 支 援 法 施 行 令 」 を 「 障 害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令」に

改める。  

第２条  流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する

条例の一部を次のように改正する。  

 第３条第４項中「第５条第２３項」を「第５条第２２項」に改める。  

附  則  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第２条の規

定は、平成２６年４月１日から施行する。  



 

議案第  １６  号  

 

 

   流山市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定について  

 流山市新型インフルエンザ等対策本部条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新型インフルエンザ等対策特別措置法第３７条において準用

する同法第２６条の規定により、市が設置する新型インフルエ

ンザ等対策本部に関して必要な事項を定めるためである。  



流山市新型インフルエンザ等対策本部条例  

（趣旨）  

第１条  この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４

年法律第３１号。以下「法」という。）第３７条において準用する法

第２６条の規定に基づき、流山市新型インフルエンザ等対策本部に関

し必要な事項を定める。  

（組織）  

第２条  流山市新型インフルエンザ等対策本部長（以下「本部長」とい

う。）は、流山市新型インフルエンザ等対策本部の事務を総括する。  

２  流山市新型インフルエンザ等対策副本部長（以下「副本部長」とい

う。）は、本部長を助け、流山市新型インフルエンザ等対策本部の事

務を整理する。  

３  流 山 市 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 等 対 策 本 部 員 （ 副 本 部 長 を 除 く 。 以 下

「本部員」という。）は、本部長の命を受け、流山市新型インフルエ

ンザ等対策本部の事務に従事する。  

４  本部員は、規則で定めるところにより市長が任命する。  

 （会議）  

第３条  本部長は、流山市新型インフルエンザ等対策本部における情報

交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応じ、流山市新型インフ

ルエンザ等対策本部の会議（次項において「会議」という。）を招集

する。  

２  本部長は、法第３５条第４項の規定に基づき、国の職員その他市の

職員以外の者を会議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を

求めることができる。  

 （部）  

第４条  本部長は、必要と認めるときは、流山市新型インフルエンザ等

対策本部の事務を分掌させるために、規則で定めるところにより部を

置くことができる。  

２  部に属すべき本部員は、規則で定めるところにより本部長が指名す

る。  

３  部に部長を置き、規則で定めるところにより本部長の指名する本部

員がこれに当たる。  

４  部長は、部の事務を掌理する。  



 

 （雑則）  

第５条  前各条に定めるもののほか、流山市新型インフルエンザ等対策

本部に関し必要な事項は、本部長が定める。  

附  則  

 この条例は、法の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日

から施行する。  



議案第  ２５  号  

 

 

   流山市営住宅等の整備基準を定める条例の制定について  

 流山市営住宅等の整備基準を定める条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  市営住宅及び共同施設の整備基準を定めるためである。  



流山市営住宅等の整備基準を定める条例  

（趣旨）  

第１条  この条例は、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第５条

第１項及び第２項の規定により、流山市営住宅の設置及び管理に関す

る条例（平成９年流山市条例第２４号）第２条第１号に規定する市営

住宅（以下「市営住宅」という。）及び同条第２号に規定する共同施

設（以下「共同施設」という。）の整備に関する基準を定めるものと

する。  

（健全な地域社会の形成）  

第２条  市営住宅及び共同施設（以下「市営住宅等」という。）は、そ

の周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資するように考慮して

整備しなければならない。  

（良好な居住環境の確保）  

第３条  市営住宅等は、安全、衛生、美観等を考慮し、かつ、入居者等

にとって便利で快適なものとなるように整備しなければならない。  

（費用の縮減への配慮）  

第４条  市営住宅等の建設に当たっては、設計の標準化、合理的な工法

の採用、規格化された資材の使用及び適切な耐久性の確保に努めるこ

とにより、建設及び維持管理に要する費用の縮減に配慮しなければな

らない。  

（位置の選定）  

第５条  市営住宅等の敷地（以下「敷地」という。）の位置は、災害の

発生のおそれが多い土地及び公害等により居住環境が著しく阻害され

るおそれがある土地をできる限り避け、かつ、通勤、通学、日用品の

購買その他入居者の日常生活の利便を考慮して選定されたものでなけ

ればならない。  

（敷地の安全等）  

第６条  敷地が地盤の軟弱な土地、崖崩れ又は出水のおそれがある土地

その他これらに類する土地であるときは、当該敷地に地盤の改良、擁

壁の設置等安全上必要な措置が講じられていなければならない。  

２  敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要

な施設が設けられていなければならない。  

（住棟等の基準）  



第７条  住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居

住環境を確保するために必要な日照、通風、採光、開放性及びプライ

バシーの確保、災害の防止、騒音等による居住環境の阻害の防止等を

考慮した配置でなければならない。  

（住宅の基準）  

第８条  住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置が講じられ

ていなければならない。  

２  住宅には、屋根、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住

宅に係るエネルギーの使用の合理化を適切に図るための措置が講じら

れていなければならない。  

３  住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切

に図るための措置が講じられていなければならない。  

４  住宅の構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令（昭和２５年政令

第３３８号）第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分をいう。

以下同じ。）及びこれと一体的に整備される部分には、当該部分の劣

化の軽減を適切に図るための措置が講じられていなければならない。  

５  住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要

な部分に影響を及ぼすことなく点検及び補修を行うことができるため

の措置が講じられていなければならない。  

（住戸の基準）  

第９条  市営住宅の１戸の床面積の合計（共同住宅においては、共用部

分の床面積を除く。）は、２５平方メートル以上とする。ただし、共

用部分に共同して利用するため適切な台所及び浴室を設ける場合は、

この限りでない。  

２  市営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びに

テレビジョン受信の設備及び電話配線が設けられていなければならな

い。ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所又は浴室を

設けることにより、各住戸部分に設ける場合と同等以上の居住環境が

確保される場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴室を設けること

を要しない。  

３  市営住宅の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生

上の支障の防止を図るための措置が講じられていなければならない。  

（住戸内の各部）  



第１０条  住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に

図るための措置その他の高齢者等が日常生活を支障なく営むことがで

きるための措置が講じられていなければならない。  

（共用部分）  

第１１条  市営住宅の通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動

の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措置が講じられていな

ければならない。  

（附帯施設）  

第１２条  敷地内には、必要な自転車置場、ごみ置場等の附帯施設が設

けられていなければならない。  

２  前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確

保に支障が生じないように考慮されたものでなければならない。  

（児童遊園）  

第１３条  児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及

び形状、住棟の配置等に応じて、入居者の利便及び児童等の安全を確

保した適切なものでなければならない。  

（集会所）  

第１４条  集会所の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び

形状、住棟及び児童遊園の配置等に応じて、入居者の利便を確保した

適切なものでなければならない。  

（広場及び緑地）  

第１５条  広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進

に資するように考慮されたものでなければならない。  

（通路）  

第１６条  敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに

周辺の状況に応じて、日常生活の利便、通行の安全、災害の防止、環

境の保全等に支障がないような規模及び構造で合理的に配置されたも

のでなければならない。  

２  通路における階段は、高齢者等の通行の安全に配慮し、必要な補助

手すり又は傾斜路が設けられていなければならない。  

附  則  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  



議案第  ２６  号  

 

 

   流山市開発事業の許可基準等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 流山市開発事業の許可基準等に関する条例の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  開発事業において設置すべき防災備蓄施設及び自然エネルギ

ー活用設備の整備基準を定め、並びに予定建築物の敷地面積の

最低限度の強化を図るためである。  



 

 

 

流山市開発事業の許可基準等に関する条例の一部を改正する条例  

流山市開発事業の許可基準等に関する条例（平成２２年流山市条例第

１４号）の一部を次のように改正する。  

第２条第１項第５号中「面積」を「専用面積」に改め、同項第８号中

「、福祉関連施設及び防災備蓄施設」を「及び福祉関連施設」に、「並

びに電柱等」を「、電柱等並びに防災備蓄施設」に改め、同項に次の６

号を加える。  

（２３）防災備蓄施設  災害の発生時に備えて、物資等を収納する施設

及びその附帯施設をいう。  

（２４）自然エネルギー活用設備  太陽光発電設備及び雨水利用設備を

いう。  

（２５）太陽光発電設備  太陽の光を電力に変換し、施設内の電気設備

に利用する設備をいう。  

（２６）雨水利用設備  雨水をタンク等に貯留し、必要に応じて沈殿、

ろ過等の処理をした後に、水洗トイレの洗浄水、空調冷却塔補給水、

植木への散水等の雑用水、防火用水等に活用するための設備をいう。  

（２７）居住室の専用面積  居間、寝室、食事室その他の居住用の部屋

の床面積の合計をいう。  

（２８）住戸の専用面積  居住室の専用面積のほか、その住宅に含まれ

る玄関、台所、廊下、便所、浴室、押し入れその他これらに類する

住宅の箇所を含めた床面積の合計をいう。  

第２２条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第５号ま

でを１号ずつ繰り上げ、同条に次の１項を加える。  

２  第２条第１項第１１号ウ（イ）に該当する事前協議対象事業のうち、

専用住宅の新築又は改築については、第１８条及び第１９条の規定は、

適用しない。  

第３４条第１項中「面積」を「専用面積」に改め、同条第２項中「各

住戸の面積」を「居住室の専用面積」に、「法令（条例を含む。）に基

づく福祉施設」を「福祉施設（居住室の専用面積を定める法令（条例を

含む。）の規定がある場合に限る。）」に、「第２号の規定は適用しな

い」を「この限りでない」に改める。  

第４３条第１号イ中「５，０００平方メートル以上」を「５，０００

平方メートル以上１０ ,０００平方メートル未満」に、「敷地面積」を



 

 

 

「敷地の区画数」に、「７０パーセント」を「５０パーセント」に改め、

同号に次のように加える。  

ウ  開発区域が１０ ,０００平方メートル以上の場合  １区画１５０

平方メートルとする。ただし、予定建築物の敷地の区画数の合計

の３０パーセントを超えない範囲内において、１３５平方メート

ルとすることができる。  

第４３条第２号を次のように改める。  

（２）市街化調整区域における自己の居住の用以外に供する専用住宅の

建築を目的とする開発行為であって、当該開発行為を行う区域を２

以上の区画に分割するもの  １区画１６５平方メートルとする。  

別表第１の２  公園、緑地又は広場の項基準の欄第１号中「開発行為」

を「開発行為又は土地区画整理事業が施行された区域若しくは施行中の

区域における事業区域の面積が５０，０００平方メートル未満の建築行

為」に改め、同欄第２号中「事前協議対象事業」を「事前協議対象事業

（土地区画整理事業が施行された区域又は施行中の区域における開発事

業を除く。）」に改める。  

別表第２に次のように加える。  

１１  防災備

蓄施設  

 次の各号に該当する場合は、事業区域内に規則で定

める基準により防災備蓄施設を設けるものとする。  

（１）集会施設の設置が求められる場合  

（２）前号に規定する場合を除き、建築物の床面積の

合計が３ ,０００平方メートル以上の場合  

別表第３の５  景観及び環境への配慮の項整備の基準の欄中「新川耕

地 区 域 内 」 を 「 新川 耕 地 区 域 及 び 利根 運 河 区 域 （ 市 街化 調 整 区 域 に 限

る。）」に改め、同表に次のように加える。  

６  自然エネ

ルギー活用

設備の導入  

事業者は事前協議対象事業の施行に当たっては、市

長が別に定める基準による自然エネルギー活用設備の

導入に配慮し、地球環境負荷の低減に努めるものとす

る。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２５年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  



 

 

 

２  この条例による改正後の流山市開発事業の許可基準等に関する条例

の規定は、この条例の施行の日以後に事前協議に係る申請書（大規模

開発事業にあっては第６条第１項の規定による届出に係る書類。以下

同じ。）の提出があった事前協議対象事業について適用し、同日前に

事前協議に係る申請書の提出があった事前協議対象事業については、

なお従前の例による。  

 



 

議案第  ２７  号  

 

 

流山市土地区画整理事業施行地区内における建築行為等の許可に

関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市土地区画整理事業施行地区内における建築行為等の許可に関す

る条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  土地区画整理法第７６条第１項に規定する市長の権限に属す

る建築行為等の許可に係る事務を本条例に定める事務の取扱い

の対象とするためである。  



 

流山市土地区画整理事業施行地区内における建築行為等の許可に

関する条例の一部を改正する条例  

流山市土地区画整理事業施行地区内における建築行為等の許可に関す

る条例（平成１２年流山市条例第１５号）の一部を次のように改正する。  

第１条中「事務」を「事務及び同条に規定する市長の権限に属する事

務」に改める。  

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 



議案第  ２８  号  

 

 

   流山市都市公園及び公園施設の設置の基準を定める条例の制定に

ついて  

 流山市都市公園及び公園施設の設置の基準を定める条例を別紙のとお

り制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  都市公園及び公園施設の設置の基準を定めるためである。  

 



流山市都市公園及び公園施設の設置の基準を定める条例  

（趣旨）  

第１条  この条例は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」

という。）第３条第１項及び第４条の規定により、市が設置する都市

公園及び公園施設（法第５条第１項の規定による許可を受けた者が設

置するものを含む。以下同じ。）の設置の基準を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、法及び都市公園法施

行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「政令」という。）において

使用する用語の例による。  

（市の区域内に居住する者１人当たりの都市公園の敷地面積の標準）  

第３条  市の区域内に居住する者１人当たりの都市公園の敷地面積の標

準は、１０平方メートル以上とし、市の市街地の都市公園の当該市街

地の区域内に居住する者１人当たりの敷地面積の標準は、５平方メー

トル以上とする。  

（都市公園の配置及び規模の基準）  

第４条  市が次に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれ

その特質に応じて都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等

災害の防止に資するよう考慮するほか、次に掲げるところによりその

配置及び規模を定めるものとする。  

（１）主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都

市公園は、街区内に居住する者が容易に利用することができるよう

に配置し、その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準として定め

ること。  

（２）主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市

公園は、近隣に居住する者が容易に利用することができるように配

置し、その敷地面積は、２ヘクタールを標準として定めること。  

（３）主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とす

る都市公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することがで

きるように配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定

めること。  

（４）主として市内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総

合的な利用に供することを目的とする都市公園及び主として運動の



用に供することを目的とする都市公園は、容易に利用することがで

きるように配置し、それぞれその利用目的に応じて都市公園として

の機能を十分発揮することができるようにその敷地面積を定めるこ

と。  

２  主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯として

の都市公園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都市

公園、主として動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目

的とする都市公園、主として市街地の中心部における休息又は観賞の

用に供することを目的とする都市公園等前項各号に掲げる都市公園以

外の都市公園を設置する場合においては、それぞれその設置目的に応

じて都市公園としての機能を十分発揮することができるように配置し、

及びその敷地面積を定めるものとする。  

（公園施設の設置基準）  

第５条  法第４条第１項の条例で定める割合は、１００分の２とする。  

２  政令第６条第１項第１号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただ

し書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市

公園の敷地面積の１００分の１０を限度として前項の規定により認め

られる建築面積を超えることができることとする。  

３  政令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただ

し書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市

公園の敷地面積の１００分の２０を限度として第１項の規定により認

められる建築面積を超えることができることとする。  

４  政令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただ

し書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市

公園の敷地面積の１００分の１０を限度として第１項又は前２項の規

定により認められる建築面積を超えることができることとする。  

５  政令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただ

し書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市

公園の敷地面積の１００分の２を限度として第１項又は前３項の規定

により認められる建築面積を超えることができることとする。  

附  則  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  



 

 

議案第  ２９  号  
 
 
   流山市都市公園の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設

置の基準を定める条例の制定について  
 流山市都市公園の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置の

基準を定める条例を別紙のとおり制定する。  
  平成２５年２月２１日提出  
                 流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要な特定公園施

設の設置の基準を定めるためである。  



 

 

流山市都市公園の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設

置の基準を定める条例  

（趣旨）  

第１条  この条例は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（平成１８年法律第９１号。以下「法」という。）第１３条第

１項の都市公園移動等円滑化基準を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、法、高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成１８年政令 第

３７９号。以下「政令」という。）、高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第１１０

号）及び移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基

準を定める省令（平成１８年国土交通省令第１１５号）において使用

する用語の例による。  

（園路及び広場）  

第３条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する政令第３条第１号に規定する園路及び広場を設ける場合は、

そのうち１以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならな

い。  

（１）出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。  

ア  幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、９０センチ

メートル以上とすることができる。  
イ  車止めを設ける場合は、当該車止めの相互間の間隔のうち１以

上は、９０センチメートル以上とすること。  
ウ  出入口からの水平距離が１５０センチメートル以上の水平面を

確保すること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりや

むを得ない場合は、この限りでない。  
エ  オに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。  
オ  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場

合は、傾斜路（その踊り場を含む。以下同じ。）を併設すること。  
（２）通路は、次に掲げる基準に適合するものであること。  



 

 

ア  幅は、１８０センチメートル以上とすること。ただし、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、通路の末端

の付近の広さを車椅子の転回に支障のないものとし、かつ、５０

メートル以内ごとに車椅子が転回することができる広さの場所を

設けた上で、幅を１２０センチメートル以上とすることができる。  
イ  ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。  
ウ  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場

合は、傾斜路を併設すること。  
エ  縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、８パーセント

以下とすることができる。  
オ  横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、２パーセント

以下とすることができる。  
カ  路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。  

（３）階段（その踊り場を含む。以下同じ。）は、次に掲げる基準に適

合するものであること。  

ア  手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状況その

他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。  
イ  手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字を貼り

付けること。  
ウ  回り段がないこと。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、この限りでない。  
エ  踏面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。  
オ  段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものが設けられ

ていない構造のものであること。  
カ  階段の両側には、立ち上がり部が設けられていること。ただし、

側面が壁面である場合は、この限りでない。  
（４）階段を設ける場合は、傾斜路を併設しなければならない。ただし、

地形の状況その他の特別の理由により傾斜路を設けることが困難で

ある場合は、エレベーター、エスカレーターその他の昇降機であっ

て高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものをもってこれ



 

 

に代えることができる。  
（５）傾斜路（階段又は段に代わり、又はこれらに併設するものに限

る。）は、次に掲げる基準に適合するものであること。  
ア  幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、階段又

は段に併設する場合は、９０センチメートル以上とすることがで

きる。  
イ  縦断勾配は、８パーセント以下とすること。  
ウ  横断勾配は、設けないこと。  
エ  路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。  
オ  高 さ が ７ ５ セ ン チ メ ー ト ル を 超 え る 傾 斜 路 に あ っ て は 、 高 さ

７５センチメートル以内ごとに踏幅１５０センチメートル以上の

踊り場が設けられていること。  
カ  手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状況その

他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。  
キ  傾斜路の両側には、立ち上がり部が設けられていること。ただ

し、側面が壁面である場合は、この限りでない。  
（６）高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、視覚障

害者誘導用ブロックその他の高齢者、障害者等の転落を防止するた

めの設備が設けられていること。  
（７）次条から第１１条までの規定により設けられた特定公園施設のう

ちそれぞれ１以上及び主要な公園施設に接続していること。  
（屋根付広場）  

第４条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する屋根付広場を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げ

る基準に適合するものでなければならない。  
（１）出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。  

ア  幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、８０センチ

メートル以上とすることができる。  
イ  ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。  
ウ  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場

合は、傾斜路を併設すること。  



 

 

（２）車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。  
（休憩所及び管理事務所）  

第５条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する休憩所を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げる基

準に適合するものでなければならない。  
（１）出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。  

ア  幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、８０センチ

メートル以上とすることができる。  
イ  ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。  
ウ  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場

合は、傾斜路を併設すること。  
エ  戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合するもの

であること。  
（ア）幅は、８０センチメートル以上とすること。  
（イ）高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のもので

あること。  
（２）カウンターを設ける場合は、そのうち１以上は、車椅子使用者の

円滑な利用に適した構造のものであること。ただし、常時勤務する

者が容易にカウンターの前に出て対応できる構造である場合は、こ

の限りでない。  
（３）車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。  
（４）不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が

利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、第８条第２項、

第９条及び第１０条の基準に適合するものであること。  
２  前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する管理事務所について準用する。この場合において、

同 項 中 「 休 憩 所 を 設 け る 場 合 は 、 そ の う ち １ 以 上 は 」 と あ る の は 、

「管理事務所は」と読み替えるものとする。  
（野外劇場及び野外音楽堂）  

第６条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する野外劇場は、次に掲げる基準に適合するものでなければな



 

 

らない。  
（１）出入口は、第４条第１号の基準に適合するものであること。  
（２）出入口と次号の車椅子使用者用観覧スペース及び第４号の便所と

の間の経路を構成する通路は、次に掲げる基準に適合するものであ

ること。  
ア  幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、通路の末端

の付近の広さを車椅子の転回に支障のないものとした上で、幅を

８０センチメートル以上とすることができる。  
イ  ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。  
ウ  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場

合は、傾斜路を併設すること。  
エ  縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、８パーセント

以下とすることができる。  
オ  横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、２パーセント

以下とすることができる。  
カ  路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。  
キ  高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、視覚

障害者誘導用ブロックその他の高齢者、障害者等の転落を防止す

るための設備が設けられていること。  
（３）当 該 野 外 劇 場 の 収 容 定 員 が ２ ０ ０ 以 下 の 場 合 は 当 該 収 容 定 員 に

５０分の１を乗じて得た数以上、収容定員が２００を超える場合は

当該収容定員に１００分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上の

車椅子使用者用観覧スペースを設けること。  
（４）不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が

利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、第８条第２項、

第９条及び第１０条の基準に適合するものであること。  
２  車椅子使用者用観覧スペースは、次に掲げる基準に適合するもので

なければならない。  
（１）幅は９０センチメートル以上であり、奥行きは１２０センチメー



 

 

トル以上であること。  
（２）車椅子使用者が利用する際に支障となる段がないこと。  
（３）車椅子使用者が転落するおそれのある場所には、柵その他の車椅

子使用者の転落を防止するための設備が設けられていること。  
３  前２項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢

者、障害者等が利用する野外音楽堂について準用する。  
（駐車場）  

第７条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する駐車場を設ける場合は、そのうち１以上に、当該駐車場の

全駐車台数が２００以下の場合は当該駐車台数に５０分の１を乗じて

得た数以上、全駐車台数が２００を超える場合は当該駐車台数に１００

分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上の車椅子使用者用駐車施設

を設けなければならない。ただし、専ら大型自動二輪車及び普通自動

二輪車（いずれも側車付きのものを除く。）の駐車のための駐車場に

ついては、この限りでない。  
２  車椅子使用者用駐車施設は、次に掲げる基準に適合するものでなけ

ればならない。  
（１）幅は、３５０センチメートル以上とすること。  
（２）第３条の規定により設けられた園路及び広場からの距離ができる

だけ短くなる位置に設けること。  
（３）車椅子使用者用駐車施設又はその付近に、車椅子使用者用駐車施

設の表示をすること。  
（便所）  

第８条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する便所は、次に掲げる基準に適合するものでなければならな

い。  
（１）床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。  
（２）男子用小便器を設ける場合は、１以上の床置式小便器、壁掛式小

便器（受け口の高さが３５センチメートル以下のものに限る。）そ

の他これらに類する小便器が設けられていること。  
（３）前号の規定により設けられる小便器には、手すりが設けられてい

ること。  
２  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利



 

 

用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、前項に掲げる基準の

ほか、次に掲げる基準のいずれかに適合するものでなければならない。  
（１）便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）

内に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設

けられていること。  
（２）高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所である

こと。  
第９条  前条第２項第１号の便房が設けられた便所は、次に掲げる基準

に適合するものでなければならない。  
（１）出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。  

ア  幅は、８０センチメートル以上とすること。  
イ  ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。  
ウ  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場

合は、傾斜路を併設すること。  
エ  高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設

けられていることを表示する標識が設けられていること。  
オ  戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合するもの

であること。  
（ア）幅は、８０センチメートル以上とすること。  
（イ）高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のもので

あること。  
（２）車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。  
２  前条第２項第１号の便房は、次に掲げる基準に適合するものでなけ

ればならない。  
（１）出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこ

と。  
（２）出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した

構造のものであることを表示する標識が設けられていること。  
（３）腰掛便座及び手すりが設けられていること。  
（４）高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具が

設けられていること。  
３  第１項第１号ア及びオ並びに第２号の規定は、前項の便房について



 

 

準用する。  
第１０条  前条第１項第１号アからウまで及びオ並びに第２号並びに同

条第２項第２号から第４号までの規定は、第８条第２項第２号の便所

について準用する。この場合において、前条第２項第２号中「当該便

房」とあるのは、「当該便所」と読み替えるものとする。  
（水飲場及び手洗場）  

第１１条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する水飲場を設ける場合は、そのうち１以上は、高齢者、障

害者等の円滑な利用に適した構造のものでなければならない。  
２  前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する手洗場について準用する。  
（掲示板及び標識）  

第１２条  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する掲示板は、次に掲げる基準に適合するものでなければな

らない。  
（１）高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであること。  
（２）当該掲示板に表示された内容が容易に識別できるものであること。  
２  前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する標識について準用する。  
第１３条  第３条から前条までの規定により設けられた特定公園施設の

配置を表示した標識を設ける場合は、そのうち１以上は、第３条の規

定により設けられた園路及び広場の出入口の付近に設けなければなら

ない。  
（一時使用目的の特定公園施設の適用除外）  

第１４条  災害等のため一時使用する特定公園施設の設置については、

この条例の規定によらないことができる。  
附  則  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  



 

 

議案第  ３０  号  

 

 

   流山市道に設ける案内標識及び警戒標識等の寸法を定める条例の

制定について  

 流山市道に設ける案内標識及び警戒標識等の寸法を定める条例を別紙

のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市道に設ける案内標識及び警戒標識等の寸法に係る基準

を定めるためである。  

 



 

 

流山市道に設ける案内標識及び警戒標識等の寸法を定める条例  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４５条第３項の規定により、

市が管理する市道に設ける道路標識、区画線及び道路標示に関する命令

（昭和３５年総理府・建設省令第３号）第１条第２項に規定する案内標

識及び警戒標識並びにこれらに附置される同条第１項に規定する補助標

識（これらの道路標識の柱の部分を除く。）の寸法を、別表のとおり定

める。  

   附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  



別表  

案内標識  

市町村  

（１０１）  

入口の方向  

（１０３－Ａ）  

入口の方向  

（１０３－Ｂ）  

 
  

入口の予告  

（１０４）  

方面及び方向の予告  

（１０８－Ａ）  

方面及び方向の予告  

（１０８－Ｂ）  

 
 

 

方面及び方向  

（１０８の２－Ａ）  

方面及び方向  

（１０８の２－Ｂ）  

方面、方向及び道路の

通称名の予告  

（１０８の３）  

 
 

 

 

 

 

 

 



方面、方向及び道路の

通称名  

（１０８の４）  

著名地点  

（１１４－Ａ）  

著名地点  

（１１４－Ｂ）  

   

主要地点  

（１１４の２－Ａ）  

主要地点  

（１１４の２－Ｂ）  

待避所  

（１１６の３）  

 

 

  

駐車場  

（１１７－Ａ）  

総重量限度緩和指定道路

（１１８の３－Ａ）  

総重量限度緩和指定道路

（１１８の３－Ｂ）  

 

  

高さ限度緩和指定道路

（１１８の４－Ａ）  

高さ限度緩和指定道路

（１１８の４－Ｂ）  

道路の通称名  

（１１９－Ａ）  

   



道路の通称名  

（１１９－Ｂ）  

道路の通称名  

（１１９－Ｃ）  

まわり道  

（１２０－Ａ）  

 
  

まわり道  

（１２０－Ｂ）  

エレベーター  

（１２１－Ａ）  

エレベーター  

（１２１－Ｂ）  

   

エレベーター  

（１２１－Ｃ）  

エスカレーター  

（１２２－Ａ）  

エスカレーター  

（１２２－Ｂ）  

   

エスカレーター  

（１２２－Ｃ）  

傾斜路  

（１２３－Ａ）  

傾斜路  

（１２３－Ｂ）  

 
 

 

 

 



傾斜路  

（１２３－Ｃ）  

乗合自動車停留所  

（１２４－Ａ）  

乗合自動車停留所  

（１２４－Ｂ）  

 
 

 

乗合自動車停留所  

（１２４－Ｃ）  

便所  

（１２６－Ａ）  

便所  

（１２６－Ｂ）  

   

便所  

（１２６－Ｃ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



警戒標識  

本標識板  ╋形  道路交差点あり  

（２０１－Ａ ) 

┣形 (又は┫形 )道路交  

差点あり  

（２０１－Ｂ）  

 

  

Ｔ形道路交差点あり  

（２０１－Ｃ）  

Ｙ形道路交差点あり  

（２０１－Ｄ）  

 
 

ロータリーあり  

（２０１の２）  

右 (又は左 )方屈あり  

（２０２）  

右（又は左）方屈折あり 

（２０３）  

   

 

 



 

右（又は左）背向屈曲あり 

（２０４）  

右（又は左）背向屈折あり 

（２０５）  

右（又は左）つづら折

りあり  

（２０６）  

   

踏切あり  

（２０７－Ａ）  

踏切あり  

（２０７－Ｂ）  

学校、幼稚園、保育所

等あり  

（２０８）  

   

信号機あり  

（２０８の２）  

すべりやすい  

（２０９）  

落石のおそれあり  

（２０９の２）  

 
 

 

 



 

路面凹凸あり  

（２０９の３）  

合流交通あり  

（２１０）  

車線減少  

（２１１）  

     

幅員減少  

（２１２）  

二方向交通  

（２１２の２）  

上り急勾配あり  

（２１２の３）  

 
 

 

下り急勾配あり  

（２１２の４）  

道路工事中  

（２１３）  

横風注意  

（２１４）  

   

動物が飛び出すおそれ

あり  

（２１４の２）  

その他の危険  

（２１５）  

 

  

 



補助標識  

補助標識板（注意事項

（５１０）を除く。）  

距離・区域  

（５０１）  

日・時間  

（５０２）  

 

  

車両の種類  

（５０３－Ａ）  

車両の種類  

（５０３－Ｂ）  

  

車両の種類  

（５０３－Ｃ）  

駐車余地  

（５０４）  

始まり  

（５０５－Ａ）  

   

始まり  

（５０５－Ｂ）  

始まり  

（５０５－Ｃ）  

区間内  

（５０６）  

   

 



 

区域内  

（５０６の２）  

終わり  

（５０７－Ａ）  

終わり  

（５０７－Ｂ）  

   

終わり  

（５０７－Ｃ）  

終わり  

（５０７－Ｄ）  

通学路  

（５０８）  

  
 

追越し禁止  

（５０８の２）  

前方優先道路  

（５０９）  

踏切注意  

（５０９の２）  

   

横風注意  

（５０９の３）  

動物注意  

（５０９の４）  

注意  

（５０９の５）  

   

 

 



 

注意事項  

（５１０）  

規制理由  

（５１０の２）  

方向  

（５１１）  

     

 

地名  

（５１２）  

始点  

（５１３）  

終点  

（５１４）  

 

 

  

 備考  

１  本標識板（本標識の標示板をいう。）の寸法  

（１）寸法が図示されているものについては、図示の寸法（その単

位はセンチメートルとする。以下同じ。）を基準とする。  

（２）道 路 法 第 ４ ８ 条 の ４ に 規 定 す る 自 動 車 専 用 道 路 （ 道 路 法 第

４８条の４に規定する自動車専用道路であって、当該自動車専

用道路と同法第４８条の３に規定する道路等との交差の方式が

立体交差であるものに限る。以下同じ。）に設置する案内標識

で、地名が表示されているものについては、地名を表示する文

字の字数の多少により図示の横寸法を拡大し、又は縮小するこ

とができる。  

（３）自動車専用道路以外の市道に設置する「駐車場（１１７－Ａ）」

を表示する案内標識については、便所を表す記号を表示する場

合にあっては、図示の横寸法を図示の寸法の２．５倍まで拡大

することができる。  

（４）自動車専用道路以外の市道に設置する「駐車場（１１７－Ａ）」、

「総重量限度緩和指定道路（１１８の３－Ａ・Ｂ）」、「高さ  



限度緩和指定道路（１１８の４－Ａ・Ｂ）」及び「まわり 道

（１２０－Ａ）」を表示する案内標識並びに警戒標識について

は、道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合に

あっては図示の寸法（前号に規定するところにより図示の横寸

法を拡大する場合にあっては、当該拡大後の図示の寸法） の

１．３倍、１．６倍又は２倍に、それぞれ拡大することができ

る。  

（５）自 動 車 専 用 道 路 以 外 の 市 道 に 設 置 す る 「 道 路 の 通 称 名

（１１９－Ａ・Ｂ・Ｃ）」を表示する案内標識については、道

路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあって

は、図示の寸法の１．５倍又は２倍に、それぞれ拡大すること

ができる。  

（６）自 動 車 専 用 道 路 以 外 の 市 道 に 設 置 す る 「 道 路 の 通 称 名

（１１９－Ａ・Ｂ・Ｃ）」を表示する案内標識については、表

示する文字の字数により図示の横寸法（「道路の通称名（１１９

－Ｃ）」を表示するものについては、縦寸法）を拡大すること

ができる。  

（７）寸法が図示されている文字及び記号の大きさは、図示の寸法

を基準とする。  

（８）自動車専用道路以外の市道に設置する案内標識で、「入口の

方向（１０３－Ａ・Ｂ）」、「入口の予告（１０４）」、「方

面、方向及び道路の通称名の予告（１０８－３）」、「方面、

方向及び道路の通称名（１０８の４）」、「著名地点（１１４

－Ｂ）」、「待避所（１１６の３）」、「駐車場（１１７－Ａ）」、

「総重量限度緩和指定道路（１１８の３－Ａ・Ｂ）」、「高さ

限度緩和指定道路（１１８の４－Ａ・Ｂ）」、「道路の通称名

（１１９－Ａ・Ｂ・Ｃ）」及び「まわり道（１２０－Ａ・Ｂ）」

を表示するもの以外のものの文字の大きさは、道路の設計速度

に応じ、次の表の右欄に掲げる値（ローマ字にあっては、その

２分の１の値）を基準とする。ただし、必要がある場合にあっ

ては、これを１．５倍、２倍、２．５倍又は３倍に、それぞれ

拡大することができる。  



設計速度（単位キロメートル毎

時）  

文字の大きさ（単位センチ

メートル）  

７０以上  ３０  

４０、５０又は６０  ２０  

３０以下  １０  

（９）「方面、方向及び道路の通称名の予告（１０８の３）」及び

「方面、方向及び道路の通称名（１０８の４）」を表示する案

内標識については、矢印外の文字の大きさは、前号の規定によ

るものとし、矢印中の文字の大きさは、矢印外の文字の大きさ

の０．６倍の大きさとする。  

（１０）「著名地点（１１４－Ｂ）」を表示する案内標識の文字の

大きさは、１０センチメートルを標準とする。  

（１１）「市町村（１０１）」、「方面及び方向の予告（１０８－

Ａ・Ｂ）」、「方面及び方向（１０８の２－Ａ・Ｂ）」、「方

面、方向及び道路の通称名の予告（１０８の３）」、「方面、

方向及び道路の通称名（１０８の４）」及び「著名地点（１１４

－Ａ・Ｂ）」を表示する案内標識に、それぞれ市章、公共施設

等の形状等を表す記号を表示する場合の当該記号の大きさは、

日本字の大きさの１．７倍以下の大きさとする。  

（１２）自動車専用道路以外の市道に設置する「駐車場（１１７－

Ａ）」を表示する案内標識に便所を表す記号を表示する場合の

当該記号の大きさは、駐車場を表示する記号の０．７倍以下の

大きさとする。  

（１３）縁、縁線及び区分線の太さは、次の寸法を基準とする。  

ア  案内標識  縁は、自動車専用道路以外の市道に設置するも

ので、「待避所（１１６の３）」、「駐車場（１１７－Ａ）」

及び「まわり道（１２０－Ｂ）」を表示するものについては

９ミリメートル、「総重量限度緩和指定道路（１１８の３－

Ａ・Ｂ）」及び「高さ限度緩和指定道路（１１８の４－Ａ・

Ｂ）」を表示するものについては１６ミリメートル、「道路

の通称名（１１９－Ａ・Ｂ・Ｃ）」を表示するものについて

は８ミリメートル、その他のものについては日本字の大きさ

の２０分の１以上の太さとし、縁線及び区分線は、日本字の



大きさの２０分の１以上の太さとする。  

イ  警戒標識  縁及び縁線は、１２ミリメートルとする。  

２  補助標識板（補助標識の標示板をいう。）の寸法  

（１）図示の寸法を基準とする。  

（２）補助標識は、その附置される本標識板の拡大率又は縮小率と

同じ比率で拡大し、又は縮小することができる。  



議案第  ３１  号  

 

 

流山市道の構造の技術的基準を定める条例の制定について  

 流山市道の構造の技術的基準を定める条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  市道の構造の技術的基準を定めるためである。  

 

 

 



流山市道の構造の技術的基準を定める条例  

 （趣旨）  

第１条  この条例は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３０条第

３項の規定により、市が管理する市道を新設し、又は改築する場合に

おける道路の構造の一般的技術的基準を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、道路法及び道路構造

令（昭和４５年政令第３２０号。以下「政令」という。）において使

用する用語の例による。  

（車線等）  

第３条  車道（副道、停車帯その他規則で定める部分を除く。）は、車

線により構成されるものとする。ただし、第３種第５級又は第４種第

４級の道路にあっては、この限りでない。  

２  次の表に掲げる道路の区分に応じ、計画交通量が同表の設計基準交

通量の欄に掲げる値以下である道路の車線（屈折車線及び変速車線を

除く。次項から第６項までにおいて同じ。）の数は、２とする。  

道路の区分  設計基準交通量  

（単位  １日につき台）  

第３種  第２級  ９，０００  

 第３級  ８，０００  

 第４級  ８，０００  

第４種  第１級  １２，０００  

 第２級  １０，０００  

 第３級  ９，０００  

３  交差点の多い第４種の道路の車線については、前項中「設計基準交

通量の欄に掲げる値」とあるのは「設計基準交通量の欄に掲げる値に

０．８を乗じた値」と読み替えて同項の規定を適用する。  

４  第２項に規定する道路以外の道路（第３種第５級及び第４種第４級

の道路を除く。）の車線の数は４以上（交通の状況により必要がある

場合を除き、２の倍数）とし、当該道路の次の表に掲げる道路の区分

に応じた同表に掲げる１車線当たりの設計基準交通量に対する当該道

路の計画交通量の割合によって定めるものとする。  



道路の区分  １車線当たりの設計基準交通量  

（単位  １日につき台）  

第３種  

 

第２級  ９，０００  

第３級  ８，０００  

第４種  第１級  １２，０００  

第２級  １０，０００  

第３級  １０，０００  

５  交差点の多い第４種の道路の車線については、前項中「１車線当た

りの設計基準交通量に」とあるのは「１車線当たりの設計基準交通量

に０．６を乗じた値に」と読み替えて同項の規定を適用する。  

６  車線の幅員は、次の表に掲げる道路の区分に応じ、同表の車線の幅

員の欄に掲げる値とするものとする。ただし、第３種第２級又は第４

種第１級の普通道路にあっては、交通の状況により必要がある場合に

おいては、同欄に掲げる値に０．２５メートルを加えた値とすること

ができる。  

道路の区分  車線の幅員  

（単位  メートル）  

第３種  

 

 

 

 

第２級  普通道路  ３．２５  

小型道路  ２．７５  

第３級  普通道路  ３．００  

小型道路  ２．７５  

第４級   ２．７５  

第４種  

 

第１級  普通道路  ３．２５  

小型道路  ２．７５  

第２級

及  び

第３級  

普通道路  ３．００  

小型道路  ２．７５  

７  第３種第５級又は第４種第４級の普通道路の車道の幅員は、４メー

トルとするものとする。ただし、当該普通道路の計画交通量が極めて

少なく、かつ、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場

合又は第３１条の規定により車道に狭 窄
さ く

部を設ける場合においては、



３メートルとすることができる。  

（車線の分離等）  

第４条  車線を往復の方向別に分離するため必要があるときは、中央帯

を設けるものとする。  

２  中央帯の幅員は、次の表に掲げる道路の区分に応じ、同表の中央帯

の 幅 員 の 欄 の 左 欄 に 掲 げ る 値 以 上 と す る も の と す る 。 た だ し 、 長 さ

５０メートル以上の橋若しくは高架の道路又は地形の状況その他の特

別の理由によりやむを得ない箇所については、同表の中央帯の幅員の

欄の右欄に掲げる値まで縮小することができる。  

道路の区分  中央帯の幅員  

（単位  メートル）  

第３種  第２級   

１．７５  

 

１．００  第３級  

第４級  

第４種  第１級   

１．００  

 

第２級  

第３級  

３  中央帯には、側帯を設けるものとする。  

４  前項の側帯の幅員は、次の表に掲げる道路の区分に応じ、同表の中

央帯に設ける側帯の幅員の欄に掲げる値とするものとする。  

道路の区分  中央帯に設ける側帯の幅員  

（単位  メートル）  

第３種  第２級   

０．２５  第３級  

第４級  

第４種  第１級   

０．２５  第２級  

第３級  

５  中央帯のうち側帯以外の部分（以下「分離帯」という。）には、柵

その他これに類する工作物を設け、又は側帯に接続して縁石線を設け

るものとする。  

６  分離帯に路上施設を設ける場合においては、当該中央帯の幅員は、



政令第１２条に規定する建築限界を勘案して定めるものとする。  

（副道）   

第５条  車線（屈折車線及び変速車線を除く。）の数が４以上である第

３種又は第４種の道路には、必要に応じ、副道を設けるものとする。  

２  副道の幅員は、４メートルを標準とするものとする。  

（路肩）   

第６条  道路には、車道に接続して、路肩を設けるものとする。ただし、

中央帯又は停車帯を設ける場合においては、この限りでない。  

２  車道の左側に設ける路肩の幅員は、次の表に掲げる道路の区分に応

じ、同表の車道の左側に設ける路肩の幅員の欄の左欄に掲げる値以上

とするものとする。ただし、変速車線を設ける箇所、長さ５０メート

ル以上の橋若しくは高架の道路又は地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない箇所については、同表の車道の左側に設ける路肩の

幅員の欄の右欄に掲げる値まで縮小することができる。  

道路の区分  車道の左側に設ける路肩の幅員  

(単位  メートル ) 

第３種  第２級から

第４級まで  

普通道路  ０．７５  ０．５  

小型道路  ０．５   

第５級  ０．５   

第４種  ０．５   

３  車道の右側に設ける路肩の幅員は、次の表に掲げる道路の区分に応

じ、同表の車道の右側に設ける路肩の幅員の欄に掲げる値以上とする

ものとする。  

道路の区分  車道の右側に設ける路肩の幅員  

(単位  メートル ) 

第３種  ０．５  

第４種  ０．５  

４  副道に接続する路肩については、第２項の表第３種の項車道の左側

に設ける路肩の幅員の欄の左欄中「０．７５」とあるのは、「０．５」

とし、第２項ただし書の規定は適用しない。  

５  歩道、自転車道又は自転車歩行者道を設ける道路にあっては、道路

の主要構造部を保護し、又は車道の効用を保つために支障がない場合



においては、車道に接続する路肩を設けず、又はその幅員を縮小する

ことができる。  

６  道路の主要構造部を保護するため必要がある場合においては、歩道、

自転車道又は自転車歩行者道に接続して、路端寄りに路肩を設けるも

のとする。  

７  車道に接続する路肩に路上施設を設ける場合においては、当該路肩

の幅員については、第２項の表の車道の左側に設ける路肩の幅員の欄

又は第３項の表の車道の右側に設ける路肩の幅員の欄に掲げる値に当

該路上施設を設けるのに必要な値を加えてこれらの規定を適用するも

のとする。  

（停車帯）   

第７条  第４種（第４級を除く。）の道路には、自動車の停車により車

両の安全かつ円滑な通行が妨げられないようにするため必要がある場

合においては、車道の左端寄りに停車帯を設けるものとする。  

２  停車帯の幅員は、２．５メートルとするものとする。ただし、自動

車の交通量のうち大型の自動車の交通量の占める割合が低いと認めら

れる場合においては、１．５メートルまで縮小することができる。  

（自転車道）   

第８条  自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路には、

自転車道を道路の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その

他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。  

２  自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び

歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路（前項に規定する

道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通

行を分離する必要がある場合においては、自転車道を道路の各側に設

けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむ

を得ない場合においては、この限りでない。  

３  自転車道の幅員は、２メートル以上とするものとする。ただし、地

形 の 状 況 そ の 他 の 特 別 の 理 由 に よ り や む を 得 な い 場 合 に お い て は 、

１．５メートルまで縮小することができる。  

４  自転車道に路上施設を設ける場合においては、当該自転車道の幅員

は、政令第１２条に規定する建築限界を勘案して定めるものとする。  

５  自転車道の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定め



るものとする。  

（自転車歩行者道）  

第９条  自動車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道を設

ける道路を除く。）には、自転車歩行者道を道路の各側に設けるもの

とする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない

場合においては、この限りでない。  

２  自転車歩行者道の幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては４

メートル以上、その他の道路にあっては３メートル以上とするものと

する。  

３  横断歩道橋若しくは地下横断歩道（以下「横断歩道橋等」という。）

又は路上施設を設ける自転車歩行者道の幅員については、前項に規定

する幅員の値に横断歩道橋等を設ける場合にあっては３メートル、ベ

ンチの上屋を設ける場合にあっては２メートル、並木を設ける場合に

あっては１．５メートル、ベンチを設ける場合にあっては１メートル、

その他の場合にあっては０．５メートルを加えて同項の規定を適用す

るものとする。ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路にあっ

ては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、この限りでない。  

４  自転車歩行者道の幅員は、当該道路の自転車及び歩行者の交通の状

況を考慮して定めるものとする。  

（歩道）  

第１０条  第４種（第４級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設ける

道路を除く。）、歩行者の交通量が多い第３種（第５級を除く。）の

道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）又は自転車道を設ける

第３種若しくは第４種第４級の道路には、その各側に歩道を設けるも

のとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては、この限りでない。  

２  第３種又は第４種第４級の道路（自転車歩行者道を設ける道路及び

前項に規定する道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保する

ため必要がある場合においては、歩道を設けるものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

この限りでない。  

３  歩道の幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては３．５メート



ル以上、その他の道路にあっては２メートル以上とするものとする。  

４  横断歩道橋等又は路上施設を設ける歩道の幅員については、前項に

規定する幅員の値に横断歩道橋等を設ける場合にあっては３メートル、

ベンチの上屋を設ける場合にあっては２メートル、並木を設ける場合

にあっては１．５メートル、ベンチを設ける場合にあっては１メート

ル、その他の場合にあっては０．５メートルを加えて同項の規定を適

用するものとする。ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路に

あっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合に

おいては、この限りでない。  

５  歩道の幅員は、当該道路の歩行者の交通の状況を考慮して定めるも

のとする。  

（歩行者の滞留の用に供する部分）  

第１１条  歩道、自転車歩行者道、自転車歩行者専用道路又は歩行者専

用道路には、横断歩道、乗合自動車停車所等に係る歩行者の滞留によ

り歩行者又は自転車の安全かつ円滑な通行が妨げられないようにする

ため必要がある場合においては、主として歩行者の滞留の用に供する

部分を設けるものとする。  

（植樹帯）  

第１２条  第４種第１級及び第２級の道路には、植樹帯を設けるものと

し、その他の道路には、必要に応じ、植樹帯を設けるものとする。た

だし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、この限りでない。  

２  植樹帯の幅員は、１．５メートルを標準とするものとする。  

３  次の各号に掲げる道路の区間に設ける植樹帯の幅員は、当該道路の

構造及び交通の状況、沿道の土地利用の状況並びに良好な道路交通環

境の整備又は沿道における良好な生活環境の確保のため講じられる他

の措置を総合的に勘案して特に必要があると認められる場合には、前

項の規定にかかわらず、その事情に応じ、同項の規定により定められ

るべき値を超える適切な値とするものとする。  

（１）都心部又は景勝地を通過する幹線道路の区間  

（２）相当数の住居が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地

域を通過する幹線道路の区間  

４  植樹帯の植栽に当たっては、地域の特性等を考慮して、樹種の選定、



樹木の配置等を適切に行うものとする。  

（設計速度）  

第１３条  道路（副道を除く。）の設計速度は、次の表に掲げる道路の

区分に応じ、同表の道路の設計速度の欄の左欄に掲げる値とする。た

だし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、同表の道路の設計速度の欄の右欄に掲げる値とすることができ

る。  

道路の区分  道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

第３種  第２級  ６０  ５０又は４０  

第３級  ６０、５０又は４０  ３０  

第４級  ５０、４０又は３０  ２０  

第５級  ４０、３０又は２０   

第４種  第１級  ６０  ５０又は４０  

第２級  ６０、５０又は４０  ３０  

第３級  ５０、４０又は３０  ２０  

第４級  ４０、３０又は２０   

２  副道の設計速度は、１時間につき、４０キロメートル、３０キロメ

ートル又は２０キロメートルとする。  

（車道の屈曲部）  

第１４条  車道の屈曲部は、曲線形とするものとする。ただし、緩和区

間又は第３１条の規定により設けられる屈曲部については、この限り

でない。  

（曲線半径）   

第１５条  車道の曲線部の中心線の曲線半径（以下「曲線半径」とい

う。）は、次の表に掲げる道路の設計速度に応じ、同表の曲線半径の

欄の左欄に掲げる値以上とするものとする。ただし、地形の状況その

他の特別の理由によりやむを得ない箇所については、同表の曲線半径

の欄の右欄に掲げる値まで縮小することができる。  

道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

曲線半径  

（単位  メートル）  

６０  １５０  １２０  



 

５０  １００  ８０  

４０  ６０  ５０  

３０  ３０   

２０  １５   

（曲線部の片勾配）   

第１６条  車道、中央帯（分離帯を除く。）及び車道に接続する路肩の

曲線部には、曲線半径が極めて大きい場合を除き、次の表に掲げる道

路の区分に応じ、かつ、当該道路の設計速度、曲線半径、地形の状況

等を勘案し、同表の最大片勾配の欄に掲げる値（第３種の道路で自転

車道等を設けないものにあっては、６パーセント）以下で適切な値の

片勾配を付するものとする。ただし、第４種の道路にあっては、地形

の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、片勾

配を付さないことができる。  

道路の区分  最大片勾配  

（単位  パーセント）  

第３種  １０  

第４種  ６  

（曲線部の車線等の拡幅）   

第１７条  車道の曲線部においては、設計車両及び当該曲線部の曲線半

径に応じ、車線（車線を有しない道路にあっては、車道）を適切に拡

幅するものとする。ただし、第４種の道路にあっては、地形の状況そ

の他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでな

い。  

（緩和区間）  

第１８条  車道の屈曲部には、緩和区間を設けるものとする。ただし、

第４種の道路の車道の屈曲部にあっては、地形の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。  

２  車道の曲線部において片勾配を付し、又は拡幅をする場合において

は、緩和区間においてすりつけをするものとする。  

３  緩和区間の長さは、次の表に掲げる道路の設計速度に応じ、同表の

右欄に掲げる値（前項の規定によるすりつけに必要な長さが同欄に掲



げる値を超える場合においては、当該すりつけに必要な長さ）以上と

するものとする。  

道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

緩和区間の長さ  

(単位  メートル ) 

６０  ５０  

５０  ４０  

４０  ３５  

３０  ２５  

２０  ２０  

（視距等）  

第１９条  視距は、次の表に掲げる道路の設計速度に応じ、同表の右欄

に掲げる値以上とするものとする。  

道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

視距  

(単位  メートル ) 

６０  ７５  

５０  ５５  

４０  ４０  

３０  ３０  

２０  ２０  

２  車線の数が２である道路（対向車線を設けない道路を除く。）にお

いては、必要に応じ、自動車が追越しを行うのに十分な見通しの確保

された区間を設けるものとする。  

（縦断勾配）   

第２０条  車道の縦断勾配は、次の表に掲げる道路の区分及び道路の設

計速度に応じ、同表の縦断勾配の欄の左欄に掲げる値以下とするもの

とする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない

場合においては、同表の縦断勾配の欄の右欄に掲げる値以下とするこ

とができる。  

道路の区分  道路の設計速度  

(単位  １時間に  

つきキロメートル ) 

縦断勾配  

(単位  パーセント ) 

第３種  普通道路  ６０  ５  ８  



 

  ５０  ６  ９  

４０  ７  １０  

３０  ８  １１  

２０  ９  １２  

小型道路  ６０  ８   

５０  ９   

４０  １０   

３０  １１   

２０  １２   

第４種  普通道路  ６０  ５  ７  

５０  ６  ８  

４０  ７  ９  

３０  ８  １０  

２０  ９  １１  

小型道路  ６０  ８   

５０  ９   

４０  １０   

３０  １１   

２０  １２   

（縦断曲線）  

第２１条  車道の縦断勾配が変移する箇所には、縦断曲線を設けるもの

とする。  

２  縦断曲線の半径は、次の表に掲げる道路の設計速度及び縦断曲線の

曲線形に応じ、同表の縦断曲線の半径の欄に掲げる値以上とするもの

とする。ただし、設計速度が１時間につき６０キロメートルである第

４種第１級の道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない場合においては、凸形縦断曲線の半径を１，０００メー

トルまで縮小することができる。  

道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロ

メートル ) 

縦断曲線の

曲線形  

縦断曲線の半径  

(単位  メートル ) 



 

６０  
凸形曲線  １，４００  

凹形曲線  １，０００  

５０  
凸形曲線  ８００  

凹形曲線  ７００  

４０  
凸形曲線  ４５０  

凹形曲線  ４５０  

３０  
凸形曲線  ２５０  

凹形曲線  ２５０  

２０  
凸形曲線  １００  

凹形曲線  １００  

３  縦断曲線の長さは、次の表に掲げる道路の設計速度に応じ、同表の

縦断曲線の長さの欄に掲げる値以上とするものとする。  

道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

縦断曲線の長さ  

(単位  メートル ) 

６０  ５０  

５０  ４０  

４０  ３５  

３０  ２５  

２０  ２０  

（舗装）  

第２２条  車道、中央帯（分離帯を除く。）、車道に接続する路肩、自

転車道等及び歩道は、舗装するものとする。ただし、交通量が極めて

少ない等特別の理由がある場合においては、この限りでない。   

２  車道及び側帯の舗装は、その設計に用いる自動車の輪荷重の基準を

４９キロニュートンとし、計画交通量、自動車の重量、路床の状態、

気象状況等を勘案して、自動車の安全かつ円滑な交通を確保すること

ができるものとして車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令（

平成１３年国土交通省令第１０３号）で定める基準に適合する構造と

するものとする。ただし、自動車の交通量が少ない場合その他の特別

の理由がある場合においては、この限りでない。  

３  第４種の道路の舗装は、当該道路の存する地域、沿道の土地利用及



び自動車の交通の状況を勘案して必要がある場合においては、雨水を

道路の路面下に円滑に浸透させ、かつ、道路交通騒音の発生を減少さ

せることができる構造とするものとする。ただし、道路の構造、気象

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限

りでない。  

（横断勾配）   

第２３条  車道、中央帯（分離帯を除く。）及び車道に接続する路肩に

は、片勾配を付する場合を除き、次の表に掲げる路面の種類に応じ、

同表の横断勾配の欄に掲げる値を標準として横断勾配を付するものと

する。  

路面の種類  横断勾配  

(単位  パーセント ) 

前条第２項に規定する基準に

適合する舗装道  

１．５以上  

２．０以下  

その他  ３．０以上  

５．０以下  

２  歩道又は自転車道等には、２パーセントを標準として横断勾配を付

するものとする。  

３  前条第３項本文に規定する構造の舗装道にあっては、気象状況等を

勘案して路面の排水に支障がない場合においては、横断勾配を付さず、

又は縮小することができる。  

（合成勾配）   

第２４条  合成勾配は、次の表に掲げる道路の設計速度に応じ、同表の

右欄に掲げる値以下とするものとする。ただし、設計速度が１時間に

つき３０キロメートル又は２０キロメートルの道路にあっては、地形

の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１２．５

パーセント以下とすることができる。  

道路の設計速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

合成勾配  

(単位  パーセント ) 

６０  １０．５  

５０   

 



４０  
１１．５  

３０  

２０   

（排水施設）   

第２５条  道路には、排水のため必要がある場合においては、側溝、街

渠
き ょ

（平面交差又は接続）  

、集水ますその他の適当な排水施設を設けるものとする。  

第２６条  道路は、駅前広場等特別の箇所を除き、同一箇所において同

一平面で５以上交会させてはならない。  

２  道路が同一平面で交差し、又は接続する場合においては、必要に応

じ、屈折車線、変速車線若しくは交通島を設け、又は 隅
ぐ う

３  屈折車線又は変速車線を設ける場合においては、当該車線を設ける

部分の車線（屈折車線及び変速車線を除く。）の幅員は、第４種第１

級の普通道路にあっては３メートルまで、第４種第２級又は第３級の

普通道路にあっては２．７５メートルまで、第４種の小型道路にあっ

ては２．５メートルまで縮小することができる。  

角部を切り

取り、かつ、適当な見通しができる構造とするものとする。  

４  屈折車線及び変速車線の幅員は、普通道路にあっては３メートル、

小型道路にあっては２．５メートルを標準とするものとする。  

５  屈折車線又は変速車線を設ける場合においては、当該道路の設計速

度に応じ、適切にすりつけをするものとする。  

（立体交差）   

第２７条  車線（屈折車線及び変速車線を除く。）の数が４以上である

普通道路が相互に交差する場合においては、当該交差の方式は、立体

交差とするものとする。ただし、交通の状況により不適当なとき又は

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ないときは、この限り

でない。  

２  車線（屈折車線及び変速車線を除く。）の数が４以上である小型道

路が相互に交差する場合及び普通道路と小型道路が交差する場合にお

いては、当該交差の方式は、立体交差とするものとする。  

３  道路を立体交差とする場合においては、必要に応じ、連結路を設け

るものとする。  

４  連結路については、第３条から第６条まで、第１３条、第１５条、



第１６条、第１８条から第２１条まで及び第２４条の規定は、適用し

ない。  

（鉄道との平面交差）   

第２８条  道路が鉄道と同一平面で交差する場合においては、その交差

する道路は次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）交差角は、４５度以上とすること。  

（２）踏切道の両側からそれぞれ３０メートルまでの区間は、踏切道を

含めて直線とし、その区間の車道の縦断勾配は、２．５パーセント

以下とすること。ただし、自動車の交通量が極めて少ない箇所又は

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない箇所については、

この限りでない。  

（３）見通し区間の長さは、次の表に掲げる踏切道における鉄道の車両

の最高速度に応じ、同表の見通し区間の長さの欄に掲げる値以上と

すること。ただし、踏切遮断機その他の保安設備が設置される箇所

又は自動車の交通量及び鉄道の運転回数が極めて少ない箇所につい

ては、この限りでない。  

踏切道における鉄道の車両の最高速度  

(単位  １時間につきキロメートル ) 

見通し区間の長さ  

(単位  メートル）  

５０未満  １１０  

５０以上  

７０未満  
１６０  

７０以上  

８０未満  
２００  

８０以上  

９０未満  
２３０  

９０以上  

１００未満  
２６０  

１００以上  

１１０未満  
３００  

１１０以上  ３５０  

（待避所）  

第２９条  第３種第５級の道路には、次の各号に定めるところにより、



待避所を設けるものとする。ただし、交通に及ぼす支障が少ない道路

については、この限りでない。  

（１）待避所相互間の距離は、３００メートル以内とすること。  

（２）待避所相互間の道路の大部分が待避所から見通すことができるこ

と。  

（３）待避所の長さは、２０メートル以上とし、その区間の車道の幅員

は、５メートル以上とすること。  

（交通安全施設）   

第３０条  交通事故の防止を図るため必要がある場合においては、横断

歩道橋等、柵、照明施設、視線誘導標、緊急連絡施設その他これらに

類する施設で規則で定めるものを設けるものとする。  

（凸部、狭 窄
さ く

第３１条  第４種第４級の道路又は主として近隣に居住する者の利用に

供する第３種第５級の道路には、自動車を減速させて歩行者又は自転

車の安全な通行を確保する必要がある場合においては、車道及びこれ

に接続する路肩の路面に凸部を設置し、又は車道に狭

部等）   

窄
さ く

（乗合自動車の停留所に設ける交通島）   

部若しくは

屈曲部を設けるものとする。  

第３２条  自転車道、自転車歩行者道又は歩道に接続しない乗合自動車

の停留所には、必要に応じ、交通島を設けるものとする。  

 （自動車駐車場等）  

第３３条  安全かつ円滑な交通を確保し、又は公衆の利便に資するため

必要がある場合においては、自動車駐車場、自転車駐車場、乗合自動

車停車所、非常駐車帯その他これらに類する施設で規則で定めるもの

を設けるものとする。  

（防護施設）  

第３４条  落石、崩壊等により交通に支障を及ぼし、又は道路の構造に

損傷を与えるおそれがある箇所には、柵、擁壁その他の適当な防護施

設を設けるものとする。  

（橋、高架の道路等）   

第３５条  橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路は、鋼構造、

コンクリート構造又はこれらに準ずる構造とするものとする。  

２  前項に規定するもののほか、橋、高架の道路その他これらに類する



構造の道路の構造の基準に関し必要な事項は、規則で定める。  

（附帯工事等の特例）  

第３６条  道路に関する工事により必要を生じた他の道路に関する工事

を施行し、又は道路に関する工事以外の工事により必要を生じた道路

に関する工事を施行する場合において、第３条から前条までの規定

（第６条、第１３条、第１４条、第２３条、第２５条、第３０条及び

第３４条の規定を除く。）による基準をそのまま適用することが適当

でないと認められるときは、これらの規定による基準によらないこと

ができる。   

（区分が変更される道路の特例）   

第３７条  県道の区域を変更し、当該変更に係る部分を市道とする計画

がある場合において、当該県道を当該市道とすることにより区分が変

更されることとなるときは、第３条、第４条第２項及び第４項、第６

条第２項から第４項まで及び第７項、第７条第１項、第９条第３項、

第１０条第１項、第２項及び第４項、第１２条第１項、第１３条第１

項、第１６条、第１７条、第１８条第１項、第２０条、第２１条第２

項、第２２条第３項、第２６条第３項、第２９条並びに第３１条の規

定の適用については、当該変更後の区分を当該部分の区分とみなす。  

（小区間改築の場合の特例）   

第３８条  道路の交通に著しい支障がある小区間について応急措置とし

て改築を行う場合（次項に規定する改築を行う場合を除く。）におい

て、これに隣接する他の区間の道路の構造が、第３条、第４条第２項

から第４項まで、第５条、第７条、第８条第３項、第９条第２項及び

第３項、第１０条第３項及び第４項、第１２条第２項及び第３項、第

１５条から第２１条まで、第２２条第３項並びに第２４条の規定によ

る基準に適合していないためこれらの規定による基準をそのまま適用

することが適当でないと認められるときは、これらの規定による基準

によらないことができる。  

２  道路の交通の安全の保持に著しい支障がある小区間について応急措

置として改築を行う場合において、当該道路の状況等からみて第３条、

第４条第２項から第４項まで、第５条、第６条第２項、第７条、第８

条第３項、第９条第２項及び第３項、第１０条第３項及び第４項、第

１２条第２項及び第３項、第１９条第１項、第２２条第３項、次条第



１項及び第２項並びに第４０条第１項の規定による基準をそのまま適

用することが適当でないと認められるときは、これらの規定による基

準によらないことができる。   

（自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路）   

第３９条  自転車専用道路の幅員は３メートル以上とし、自転車歩行者

専用道路の幅員は４メートル以上とするものとする。ただし、自転車

専用道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合においては、２．５メートルまで縮小することができる。  

２  自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路には、その各側に、当該

道路の部分として、幅員０．５メートル以上の側方余裕を確保するた

めの部分を設けるものとする。  

３  自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路に路上施設を設ける場合

においては、当該自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路の幅員は、

政令第３９条第４項に定める建築限界を勘案して定めるものとする。  

４  自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路の線形、勾配その他の構

造は、自転車及び歩行者が安全かつ円滑に通行することができるもの

でなければならない。  

５  自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路については、第３条から

第３７条まで及び前条第１項の規定（自転車歩行者専用道路にあって

は、第１１条の規定を除く。）の規定は、適用しない。  

（歩行者専用道路）  

第４０条  歩行者専用道路の幅員は、当該道路の存する地域及び歩行者

の交通の状況を勘案して、２メートル以上とするものとする。  

２  歩行者専用道路に路上施設を設ける場合においては、当該歩行者専

用道路の幅員は、政令第４０条第３項に定める建築限界を勘案して定

めるものとする。  

３  歩行者専用道路の線形、勾配その他の構造は、歩行者が安全かつ円

滑に通行することができるものでなければならない。  

４  歩行者専用道路については、第３条から第１０条まで、第１２条か

ら第３７条まで及び第３８条第１項の規定は、適用しない。  

   附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  
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提案理由  高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な道路の構

造に関する基準を定めるためである。  



流山市道の移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準

を定める条例  

目次  

第１章  総則（第１条・第２条）  

第２章  歩道等（第３条―第１０条）  

第３章  立体横断施設（第１１条―第１６条）  

第４章  乗合自動車停留所（第１７条・第１８条）  

第５章  自動車駐車場（第１９条―第２９条）  

第６章  移 動 円 滑 化 の た め に 必 要 な そ の 他 の 施 設 等 （ 第 ３ ０ 条 ― 第

３３条）  

附則  

第１章  総則  

（趣旨）  

第１条  この条例は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（平成１８年法律第９１号。以下「法」という。）第１０条第

１項の規定により、市が管理する特定道路の新設又は改築に係る道路

移動等円滑化基準を定めるものとする。  

 （用語の定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、法、道路構造令（昭

和４５年政令第３２０号）及び移動等円滑化のために必要な道路の構

造に関する基準を定める省令（平成１８年国土交通省令第１１６号）

において使用する用語の例による。  

第２章  歩道等  

 （歩道）  

第３条  特定道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）には、歩道

を設けるものとする。  

（有効幅員）  

第４条  歩道の有効幅員は、流山市道の構造の技術的基準を定める条例

（平成   年流山市条例第    号）に規定する歩道の幅員の値以上

とするものとする。  

２  自転車歩行者道の有効幅員は、流山市道の構造の技術的基準を定め

る条例に規定する自転車歩行者道の幅員の値以上とするものとする。  

３  歩道又は自転車歩行者道（以下「歩道等」という。）の有効幅員は、



当該歩道等の高齢者、障害者等の交通の状況を考慮して定めるものと

する。  

（舗装）  

第５条  歩道等の舗装は、雨水を地下に円滑に浸透させることができる

構造とするものとする。ただし、道路の構造、気象状況その他の特別

の状況によりやむを得ない場合においては、この限りでない。  

２  歩道等の舗装は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上

げとするものとする。  

３  排水溝を設ける場合は、車椅子を使用している者（以下「車椅子使

用者」という。）が通過する際に支障のない構造とするものとする。  

（勾配）  

第６条  歩道等の縦断勾配は、５パーセント以下とするものとする。た

だし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、８パーセント以下とすることができる。  

２  歩道等（車両乗入れ部を除く。）の横断勾配は、１パーセント以下

とするものとする。ただし、前条第１項ただし書に規定する場合にお

いては、２パーセント以下とすることができる。  

（歩道等と車道等の分離）  

第７条  歩道等には、車道若しくは車道に接続する路肩がある場合の当

該路肩（以下「車道等」という。）又は自転車道に接続して縁石線を

設けるものとする。  

２  歩道等（車両乗入れ部及び横断歩道に接続する部分を除く。）に設

ける縁石の車道等に対する高さは１５センチメートル以上とし、当該

歩道等の構造及び交通の状況並びに沿道の土地利用の状況等を考慮し

て定めるものとする。  

３  歩行者の安全かつ円滑な通行を確保するため必要がある場合におい

ては、歩道等と車道等の間に植樹帯を設け、又は歩道等の車道等側に

並木若しくは柵を設けるものとする。  

（高さ）  

第８条  歩道等（縁石を除く。）の車道等に対する高さは、５センチメ

ートルを標準とするものとする。ただし、横断歩道に接続する歩道等

の部分にあっては、この限りでない。  

２  前項の高さは、乗合自動車停留所及び車両乗入れ部の設置の状況等



を考慮して定めるものとする。  

（横断歩道に接続する歩道等の部分）  

第９条  横断歩道に接続する歩道等の部分の縁端は、車道等の部分より

高くするものとし、その段差は２センチメートルを標準とするものと

する。  

２  前項の段差に接続する歩道等の部分は、車椅子使用者が円滑に転回

できる構造とするものとする。  

（車両乗入れ部）  

第１０条  第４条の規定にかかわらず、車両乗入れ部のうち第６条第２

項の規定による基準を満たす部分の有効幅員は、２メートル以上とす

るものとする。  

第３章  立体横断施設  

（立体横断施設）  

第１１条  特定道路には、高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必

要であると認められる箇所に、高齢者、障害者等の円滑な移動に適し

た構造を有する立体横断施設（以下「移動等円滑化された立体横断施

設」という。）を設けるものとする。  

２  移動等円滑化された立体横断施設には、エレベーターを設けるもの

とする。ただし、昇降の高さが低い場合その他の特別の理由によりや

むを得ない場合においては、エレベーターに代えて、傾斜路を設ける

ことができる。  

３  前項に規定するもののほか、移動等円滑化された立体横断施設には、

高齢者、障害者等の交通の状況により必要がある場合においては、エ

スカレーターを設けるものとする。  

（エレベーター）  

第１２条  移動等円滑化された立体横断施設に設けるエレベーターは、

次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）籠の内 法
の り

幅は１．５メートル以上とし、内 法
の り

（２）前号の規定にかかわらず、籠の出入口が複数あるエレベーターで

あって、車椅子使用者が円滑に乗降できる構造のもの（開閉する籠

の出入口を音声により知らせる装置が設けられているものに限る。）

に あ っ て は 、 内

奥行きは１．５メ

ートル以上とすること。  

法
の り

幅 は １ ． ４ メ ー ト ル 以 上 と し 、 内 法
の り

奥 行 き は



１．３５メートル以上とすること。  

（３）籠及び昇降路の出入口の有効幅は、第１号に規定する基準に適合

するエレベーターにあっては９０センチメートル以上とし、前号に

規定する基準に適合するエレベーターにあっては８０センチートル

以上とすること。  

（４）籠内に、車椅子使用者が乗降する際に籠及び昇降路の出口を確認

するための鏡を設けること。ただし、第２号に規定する基準に適合

するエレベーターにあっては、この限りでない。  

（５）籠及び昇降路の出入口の戸にガラスその他これに類するものがは

め込まれていることにより、籠外から籠内が視覚的に確認できる構

造とすること。  

（６）籠内に、手すりを設けること。  

（７）籠及び昇降路の出入口の戸の開扉時間を延長する機能を設けるこ

と。  

（８）籠内に、籠が停止する予定の階及び籠の現在位置を表示する装置

を設けること。  

（９）籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口の戸の閉鎖

を音声により知らせる装置を設けること。  

（１０）籠内及び乗降口には、車椅子使用者が円滑に操作できる位置に

操作盤を設けること。  

（１１）籠内に設ける操作盤及び乗降口に設ける操作盤のうち視覚障害

者が利用する操作盤は、点字を貼り付けること等により視覚障害者

が容易に操作できる構造とすること。  

（１２）乗降口に接続する歩道等又は通路の部分の有効幅は１．５メー

トル以上とし、有効奥行きは１．５メートル以上とすること。  

（１３）停止する階が３以上であるエレベーターの乗降口には、到着す

る籠の昇降方向を音声により知らせる装置を設けること。ただし、

籠内に籠及び昇降路の出入口の戸が開いた時に籠の昇降方向を音声

により知らせる装置が設けられている場合においては、この限りで

ない。  

（傾斜路）  

第１３条  移動等円滑化された立体横断施設に設ける傾斜路（その踊り

場を含む。以下同じ。）は、次の各号に掲げる構造とするものとする。  



（１）有効幅員は、２メートル以上とすること。ただし、設置場所の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１メー

トル以上とすることができる。  

（２）縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、設置場所の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、８パ

ーセント以下とすることができる。  

（３）横断勾配は、設けないこと。  

（４）２段式の手すりを両側に設けること。  

（５）手すり端部の付近には、傾斜路の通ずる場所を示す点字を貼り付

けること。  

（６）路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとす

ること。  

（７）傾斜路の勾配部分は、その接続する歩道等又は通路の部分との色

の輝度比が大きいこと等により当該勾配部分を容易に識別できるも

のとすること。  

（８）傾斜路の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作

物を設けること。ただし、側面が壁面である場合においては、この

限りでない。  

（９）傾斜路の下面と歩道等の路面との間が２．５メートル以下の歩道

等の部分への進入を防ぐため必要がある場合においては、柵その他

これに類する工作物を設けること。  

（１０）高さが７５センチメートルを超える傾斜路にあっては、高さ７５

センチメートル以内ごとに踏み幅１．５メートル以上の踊り場を設

けること。  

（エスカレーター）  

第１４条  移動等円滑化された立体横断施設に設けるエスカレーターは、

次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）上り専用のものと下り専用のものをそれぞれ設置すること。  

（２）踏み段の表面及びくし板は、滑りにくい仕上げとすること。  

（３）昇降口において、３枚以上の踏み段が同一平面上にある構造とす

ること。  

（４）踏み段の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大きいこと等に

より踏み段相互の境界を容易に識別できるものとすること。  



（５）くし板の端部と踏み段の色の輝度比が大きいこと等によりくし板

と踏み段との境界を容易に識別できるものとすること。  

（６）エスカレーターの上端及び下端に近接する歩道等及び通路の路面

において、エスカレーターへの進入の可否を示すこと。  

（７）踏み段の有効幅は、１メートル以上とすること。ただし、歩行者

の交通量が少ない場合においては、６０センチメートル以上とする

ことができる。  

（通路）  

第１５条  移動等円滑化された立体横断施設に設ける通路は、次の各号

に掲げる構造とするものとする。  

（１）有効幅員は、２メートル以上とし、当該通路の高齢者、障害者等

の通行の状況を考慮して定めること。  

（２）縦断勾配及び横断勾配は設けないこと。ただし、構造上の理由に

よりやむを得ない場合又は路面の排水のために必要な場合において

は、この限りでない。  

（３）２段式の手すりを両側に設けること。  

（４）手すりの端部の付近には、通路の通ずる場所を示す点字を貼り付

けること。  

（５）路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとす

ること。  

（６）通路の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物

を設けること。ただし、側面が壁面である場合においては、この限

りでない。  

（階段）  

第１６条  移動等円滑化された立体横断施設に設ける階段（その踊り場

を含む。以下同じ。）は、次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）有効幅員は、１．５メートル以上とすること。  

（２）２段式の手すりを両側に設けること。  

（３）手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字を貼り付

けること。  

（４）回り段としないこと。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合においては、この限りでない。  

（５）踏面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとす



ること。  

（６）踏面の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大きいこと等によ

り段を容易に識別できるものとすること。  

（７）段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構

造とすること。  

（８）階段の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物

を設けること。ただし、側面が壁面である場合においては、この限

りでない。  

（９）階段の下面と歩道等の路面との間が２．５メートル以下の歩道等

の部分への進入を防ぐため必要がある場合においては、柵その他こ

れに類する工作物を設けること。  

（１０）階段の高さが３メートルを超える場合においては、その途中に

踊り場を設けること。  

（１１）踊り場の踏み幅は、直階段の場合にあっては１．２メートル以

上とし、その他の場合にあっては当該階段の幅員の値以上とするこ

と。  

第４章  乗合自動車停留所  

（高さ）  

第１７条  乗合自動車停留所を設ける歩道等の部分の車道等に対する高

さは、１５センチメートルを標準とするものとする。  

（ベンチ及び上屋）  

第１８条  乗合自動車停留所には、ベンチ及びその上屋を設けるものと

する。ただし、それらの機能を代替する施設が既に存する場合又は地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、こ

の限りでない。  

第５章  自動車駐車場  

（障害者用駐車施設）  

第１９条  自動車駐車場には、障害者が円滑に利用できる駐車の用に供

する部分（以下「障害者用駐車施設」という。）を設けるものとする。  

２  障害者用駐車施設の数は、自動車駐車場の全駐車台数が２００以下

の場合にあっては当該駐車台数に５０分の１を乗じて得た数以上とし、

全駐車場台数が２００を超える場合にあっては当該駐車台数に１００

分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上とするものとする。  



３  障害者用駐車施設は、次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）当該障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口からの距離ができ

るだけ短くなる位置に設けること。  

（２）有効幅は、３．５メートル以上とすること。  

（３）障害者用である旨を見やすい方法により表示すること。  

（障害者用停車施設）  

第２０条  自動車駐車場の自動車の出入口又は障害者用駐車施設を設け

る階には、障害者が円滑に利用できる停車の用に供する部分（以下「障

害者用停車施設」という。）を設けるものとする。ただし、構造上の

理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。  

２  障害者用停車施設は、次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）当該障害者用停車施設へ通ずる歩行者の出入口からの距離ができ

るだけ短くなる位置に設けること。  

（２）車両への乗降の用に供する部分の有効幅は１．５メートル以上と

し、有効奥行きは１．５メートル以上とする等、障害者が安全かつ

円滑に乗降できる構造とすること。  

（３）障害者用である旨を見やすい方法により表示すること。  

（出入口）  

第２１条  自動車駐車場の歩行者の出入口は、次の各号に掲げる構造と

するものとする。ただし、当該出入口に近接した位置に設けられる歩

行者の出入口については、この限りでない。  

（１）有効幅は、９０センチメートル以上とすること。ただし、当該自

動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口のうち１以上の出入口の有効

幅は１．２メートル以上とすること。  

（２）戸を設ける場合は、当該戸は、有効幅を１．２メートル以上とす

る当該自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口のうち、１以上の出

入口にあっては自動的に開閉する構造とし、その他の出入口にあっ

ては車椅子使用者が円滑に開閉して通過できる構造とすること。  

（３）車椅子使用者が通過する際に支障となる段差を設けないこと。  

（通路）  

第２２条  障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口から当該障害者用

駐車施設に至る通路のうち１以上の通路は、次の各号に掲げる構造と

するものとする。  



（１）有効幅員は、２メートル以上とすること。  

（２）車椅子使用者が通過する際に支障となる段差を設けないこと。  

（３）路面は、平たんで、かつ、滑りにくい仕上げとすること。  

（エレベーター）  

第２３条  自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口がない階（障害者用

駐車施設が設けられている階に限る。）を有する自動車駐車場には、

当該階に停止するエレベーターを設けるものとする。ただし、構造上

の理由によりやむを得ない場合においては、エレベーターに代えて、

傾斜路を設けることができる。  

２  前項のエレベーターのうち１以上のエレベーターは、前条に規定す

る出入口に近接して設けるものとする。  

３  第１２条第１号から第４号までの規定は、第１項のエレベーター（前

項に規定するエレベーターを除く。）について準用する。  

４  第１２条の規定は、第２項に規定するエレベーターについて準用す

る。  

（傾斜路）  

第２４条  第１３条の規定は、前条第１項の傾斜路について準用する。  

（階段）  

第２５条  第１６条の規定は、自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口

がない階に通ずる階段の構造について準用する。  

（屋根）  

第２６条  屋外に設けられる自動車駐車場の障害者用駐車施設、障害者

用停車施設及び第２２条に規定する通路には、屋根を設けるものとす

る。  

（便所）  

第２７条  障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合は、当該便

所は、次の各号に掲げる構造とするものとする。  

（１）便所の出入口付近に、男子用及び女子用の区別（当該区別がある

場合に限る。）並びに便所の構造を視覚障害者に示すための点字に

よる案内板その他の設備を設けること。  

（２）床の表面は、滑りにくい仕上げとすること。  

（３）男子用小便器を設ける場合においては、１以上の床置式小便器、

壁掛式小便器（受け口の高さが３５センチメートル以下のものに限



る。）その他これらに類する小便器を設けること。  

（４）前号の規定により設けられる小便器には、手すりを設けること。  

２  障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合は、そのうち１以

上の便所は、次の各号に掲げる基準のいずれかに適合するものとする。 

（１）便所（男子用及び女子用の区別があるときはそれぞれの便所）内

に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設け

られていること。  

（２）高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所である

こと。  

第２８条  前条第２項第１号の便房を設ける便所は、次に定める構造と

するものとする。  

（１）第２２条に規定する通路と便所との間の経路における通路のうち

１以上の通路は、同条各号に定める構造とすること。  

（２）出入口の有効幅は、８０センチメートル以上とすること。  

（３）出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けな

いこと。ただし、傾斜路を設ける場合においては、この限りでない。  

（４）出入口には、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有す

る便房が設けられていることを表示する案内標識を設けると。  

（５）出入口に戸を設ける場合においては、当該戸は、次に定める構造

とすること。  

ア  有効幅は、８０センチメートル以上とすること。  

イ  高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造とすること。 

（６）車椅子使用者の円滑な利用に適した広さを確保すること。  

２  前条第２項第１号の便房は、次の各号に掲げる構造とするものとす

る。  

（１）出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けな

いこと。  

（２）出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した

構造を有するものであることを表示する案内標識を設けること。  

（３）腰掛便座及び手すりを設けること。  

（４）高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具を

設けること。  

３  第１項第２号、第５号及び第６号の規定は、前項の便房について準



用する。  

第２９条  前条第１項第１号から第３号まで、第５号及び第６号並びに

第２項第２号から第４号までの規定は、第２７条第２項第２号の便所

について準用する。この場合において、前条第２項第２号中「当該便

房」とあるのは、「当該便所」と読み替えるものとする。  

第６章  移動等円滑化のために必要なその他の施設等  

（案内標識）  

第３０条  交差点、駅前広場その他の移動の方向を示す必要がある箇所

には、高齢者、障害者等が見やすい位置に、高齢者、障害者等が日常

生活又は社会生活において利用すると認められる官公庁施設、福祉施

設その他の施設及びエレベーターその他の移動等円滑化のために必要

な施設の案内標識を設けるものとする。  

２  前項の案内標識には、点字、音声その他の方法により視覚障害者を

案内する設備を設けるものとする。  

（視覚障害者誘導用ブロック）  

第３１条  歩道等、立体横断施設の通路、乗合自動車停留所の乗降場及

び自動車駐車場の通路には、視覚障害者の移動等円滑化のために必要

であると認められる箇所に、視覚障害者誘導用ブロックを敷設するも

のとする。  

２  視覚障害者誘導用ブロックの色は、黄色その他の周囲の路面との輝

度比が大きいこと等により当該ブロック部分を容易に識別できる色と

するものとする。  

３  視覚障害者誘導用ブロックには、視覚障害者の移動等円滑化のため

に必要であると認められる箇所に、音声により視覚障害者を案内する

設備を設けるものとする。  

（休憩施設）  

第３２条  歩道等には、適当な間隔でベンチ及びその上屋を設けるもの

とする。ただし、これらの機能を代替するための施設が既に存する場

合その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限り

でない。  

（照明施設）  

第３３条  歩道等及び立体横断施設には、照明施設を連続して設けるも

のとする。ただし、夜間における当該歩道等及び立体横断施設の路面



の照度が十分に確保される場合においては、この限りでない。  

２  乗合自動車停留所及び自動車駐車場には、高齢者、障害者等の移動

等円滑化のために必要であると認められる箇所に、照明施設を設ける

ものとする。ただし、夜間における当該乗合自動車停留所及び自動車

駐車場の路面の照度が十分に確保される場合においては、この限りで

ない。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  第３条の規定により歩道を設けるものとされる道路の区間のうち、

一体的に移動等円滑化を図ることが特に必要な道路の区間について、

市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

同条の規定にかかわらず、当分の間、歩道に代えて、車道及びこれに

接続する路肩の路面における凸部、車道における狭 窄
さ く

３  第３条の規定により歩道を設けるものとされる道路の区間のうち、

一体的に移動等円滑化を図ることが特に必要な道路の区間について、

市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

第４条の規定にかかわらず、当分の間、当該区間における歩道の有効

幅員を１．５メートルまで縮小することができる。  

部又は屈曲部そ

の他の自動車を減速させて歩行者又は自転車の安全な通行を確保する

ための道路の部分を設けることができる。  

４  移動等円滑化された立体横断施設に設けられるエレベーター又はエ

スカレーターが存する道路の区間について、地形の状況その他の特別

の理由によりやむを得ない場合においては、第４条の規定にかかわら

ず、当分の間、当該区間における歩道等の有効幅員を１メートルまで

縮小することができる。  

５  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ないため、第８条に

規定する基準をそのまま適用することが適当でないと認められるとき

は、当分の間、当該基準によらないことができる。  

６  地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

第１０条の規定の適用については、当分の間、同条中「２メートル」

とあるのは、「１メートル」とする。  
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流山市準用河川に設ける河川管理施設等の構造基準に関する条例  

目次  

第１章  総則（第１条・第２条）  

第２章  堤防（第３条－第１５条）  

第３章  水門及び 樋
ひ

第４章  橋（第２４条－第２８条）  

門（第１６条－第２３条）  

第５章  雑則（第２９条－第３１条）  

附則   

第１章  総則   

（趣旨）  

第１条  この条例は、流山市が管理する準用河川の河川管理施設又は河

川法（昭和３９年法律第１６７号。以下「法」という。）第２６条第

１項の許可を受けて設置される工作物（以下「許可工作物」という。）

のうち、堤防その他の主要なものの構造について河川管理上必要とさ

れる技術的基準を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この条例において使用する用語の意義は、特に定めのある場合

を除き法及び河川管理施設等構造令（昭和５１年政令第１９９号）で

使用する用語の例による。  

   第２章  堤防  

（構造の原則）  

第３条  準用河川に設ける堤防（以下「堤防」という。）は、護岸、水

制その他これらに類する施設と一体として、計画高水位以下の水位の

流水の通常の作用に対して安全な構造とするものとする。  

（材質及び構造）  

第４条  堤防は、盛土により築造するものとする。ただし、土地利用の

状況その他の特別の事情によりやむを得ないと認められる場合におい

ては、その全部若しくは主要な部分がコンクリート、鋼矢板若しくは

これらに準ずるものによる構造のものとし、又はコンクリート構造若

しくはこれに準ずる構造の胸壁を有するものとすることができる。   

（高さ）   

第５条  堤防の高さは、計画高水位に０．６メートルを加えた値以上と

するものとする。ただし、堤防に隣接する堤内の土地の地盤高（以下



「堤内地盤高」という。）が計画高水位より高く、かつ、地形の状況

等により治水上の支障がないと認められる区間にあっては、この限り

でない。  

（天端幅）  

第６条  堤防の天端幅は、堤防の高さと堤内地盤高との差が０．６メー

トル未満である区間を除き、３メートル以上とするものとする。  

（盛土による堤防の 法
の り

第７条  盛土による堤防（胸壁の部分及び護岸で保護される部分を除く。

次項において同じ。）の

勾配等）  

法
の り

２  盛土による堤防の

勾配は、堤防の高さと堤内地盤高との差

が０．６メートル未満である区間を除き、５０パーセント以下とする

ものとする。  

法
の り

（小段）  

面は、芝等によって覆うものとする。  

第８条  盛土による堤防の安定を図るため必要がある場合においては、

その中腹に小段を設けるものとする。  

２  堤防の小段の幅は、３メートル以上とするものとする。  

（護岸）  

第９条  流水の作用から堤防を保護するため必要がある場合においては、

堤防の表 法
の り

（水制）  

面又は表小段に護岸を設けるものとする。  

第１０条  流水の作用から堤防を保護するため、流水の方向を規制し、

又は水勢を緩和する必要がある場合においては、適当な箇所に水制を

設けるものとする。  

（管理用通路）  

第１１条  堤防には、準用河川の管理のための幅が３メートル以上の通

路（以下「管理用通路」という。）を設けるものとする。ただし、管

理用通路に代わるべき適当な通路がある場合、堤防の全部若しくは主

要な部分がコンクリート、鋼矢板若しくはこれらに準ずるものによる

構造のものである場合又は堤防の高さと堤内地盤高との差が０．６メ

ートル未満の区間である場合においては、この限りでない。  

（波浪の影響を著しく受ける堤防に講ずべき措置）  

第１２条  ２以上の準用河川の合流する箇所の堤防その他の堤防で波浪

の影響を著しく受けるものには、必要に応じ、次の各号に掲げる措置



を講ずるものとする。  

（１）表 法
の り

（２）前面に消波工を設けること。  

面又は表小段に護岸又は護岸及び波返工を設けること。  

２  前項の堤防で越波のおそれがあるものには、同項に規定するものの

ほか、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講ずるものとする。  

（１）天端、裏 法
の り

（２）裏

面及び裏小段をコンクリートその他これに類するも

ので覆うこと。  

法
の り

（背水区間の堤防の高さ及び天端幅の特例）  

尻に沿って排水路を設けること。  

第１３条  ２つの準用河川が合流することにより一方の準用河川（以下

「乙河川」という。）に背水が生ずることとなる場合においては、合

流箇所より上流の乙河川の堤防の高さは、第５条の規定により定めら

れる当該合流箇所における乙河川以外の準用河川（以下「甲河川」と

いう。）の堤防の高さを下回らないものとするものとする。ただし、

堤内地盤高が計画高水位より高く、かつ、地形の状況等により治水上

の支障がないと認められる区間及び逆流を防止する施設によって背水

が生じないようにすることができる区間にあっては、この限りでない。   

２  前項本文の規定により乙河川の高さが定められる場合においては、

その高さと乙河川に背水が生じないとした場合に定めるべき計画高水

位に、０．６メートルを加えた高さとが一致する地点から当該合流箇

所までの乙河川の区間（以下「背水区間」という。）の堤防の天端幅

は、第６条の規定により定められるその箇所における甲河川の堤防の

天端幅を下回らないものとする。ただし、堤内地盤高が計画高水位よ

り高く、かつ、地形の状況等により治水上の支障がないと認められる

区間にあっては、この限りでない。  

（天端幅の規定の適用除外等）  

第１４条  その全部又は主要な部分がコンクリート、鋼矢板又はこれら

に準ずるものによる構造の堤防については、第６条及び前条第２項の

規定は適用しない。  

２  胸壁を有する堤防に関する第６条及び前条第２項の規定の適用につ

いては、胸壁を除いた部分の上面における堤防の幅から胸壁の直立部

分の幅を減じたものを堤防の天端幅とみなす。  

（連続しない工期を定めて段階的に築造される堤防の特例）  



第１５条  堤防の地盤の地質、対岸の状況、上流及び下流における河岸

及び堤防の高さその他の特別の事情により、連続しない工期を定めて

段階的に堤防を築造する場合においては、それぞれの段階における堤

防について、第５条の規定により決定される堤防の高さ（以下「計画

堤防の高さ」という。）と当該段階における堤防の高さとの差に相当

する値を計画高水位から減じた値の水位を計画高水位とみなして、こ

の章（前２条を除く。）の規定を準用する。  

   第３章  水門及び 樋
ひ

（構造の原則）  

門  

第１６条  水門及び 樋
ひ

２  水門及び

門は、計画高水位以下の水位の流水の作用に対

して安全な構造とするものとする。  

樋
ひ

門は、計画高水位以下の水位の洪水の流下を妨げず、

付近の河岸及び河川管理施設の構造に著しい支障を及ぼさず、並びに

水門又は 樋
ひ

（構造）  

門に接続する河床及び高水敷の洗掘の防止について適切

に配慮された構造とするものとする。  

第１７条  水門及び 樋
ひ

２  

門（ゲート及び管理施設を除く。）は、鉄筋コ

ンクリート構造又はこれに準ずる構造とするものとする。  

樋
ひ

（断面形）  

門は、堆積土砂等の排除に支障のない構造とするものとする。  

第１８条  準用河川を横断して設ける水門及び 樋
ひ

２  前項の規定は、河川及び準用河川以外の水路が準用河川に合流する

箇所において当該水路を横断して設ける水門及び

門の流水を流下させ

る部分の断面形は、計画高水流量を勘案して定めるものとする。  

樋
ひ

（流下断面との関係）   

門について準用

する。  

第１９条  準用河川を横断して設ける水門のうち流水を流下させるため

のゲート及び門柱以外の部分は、流下断面（計画横断形が定められて

いる場合には、当該計画横断形に係る流下断面を含む。）内に設けて

はならない。ただし、河川の状況、地形の状況等により治水上の支障

がないと認められるとき、及び河床の状況により流下断面内に設ける

ことがやむを得ないと認められる場合において、治水上の機能の確保

のため適切と認められる措置を講ずるときは、この限りでない。   



（水門のうち流水を流下させるためのゲート及びこれを支持する門柱

の部分の径間長）  

第２０条  準用河川を横断して設ける水門のうち流水を流下させるため

のゲート及びこれを支持する門柱の部分の径間長（隣り合う門柱の中

心線間の距離をいう。）は、１５メートル以上（水門のうち流水を流

下させるためのゲート及びこれを支持する門柱の部分の全長（両端の

門柱の中心線間の距離をいう。）が、１５メートル未満である場合に

は、その全長の値）とするものとする。ただし、河川の状況、地形の

状況等により治水上の支障がないと認められるときは、この限りでな

い。  

（ゲート等の構造）   

第２１条  水門及び 樋
ひ

２  水門及び

門のゲートは、確実に開閉し、かつ、必要な水

密性を有する構造とするものとする。  

樋
ひ

３  水門及び

門のゲートは、鋼構造又はこれに準ずる構造とするも

のとする。  

樋
ひ

（水門のゲートの高さ等）  

門のゲートの開閉装置は、ゲートの開閉を確実に行う

ことができる構造とするものとする。  

第２２条  水門のカーテンウォールの上端の高さ又はカーテンウォール

を有しない水門のゲートの閉鎖時における上端の高さは、水門に接続

する堤防（計画横断形が定められている場合において、計画堤防の高

さが現状の堤防の高さより低く、かつ、治水上の支障がないと認めら

れるとき、又は計画堤防の高さが現状の堤防の高さより高いときは、

計画堤防）の高さを下回らないものとするものとする。  

２  準用河川を横断して設ける水門に係るカーテンウォールの下端の高

さ及び引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さは、計画高

水位に０．６メートルを加えた値以上で、当該水門のある地点におけ

る河川の両岸の堤防（計画横断形が定められている場合において、計

画堤防の高さが現状の堤防の高さより低く、かつ、治水上の支障がな

いと認められるとき、又は計画堤防の高さが現状の堤防の高さより高

いときは、計画堤防）の表 法
の り

３  背水区間に準用河川を横断して設ける水門に係るカーテンウォール

肩を結ぶ線の高さを下回らないものと

するものとする。  



の下端の高さ及び引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さ

は、治水上の支障がないと認められるときは、前項の規定にかかわら

ず、計画堤防の高さにすることができる。  

４  地盤沈下のおそれがある地域に準用河川を横断して設ける水門に係

るカーテンウォールの下端の高さ及び引上げ式ゲートの最大引上げ時

における下端の高さは、前２項の規定によるほか、予測される地盤沈

下及び河川の状況を勘案して必要と認められる高さを下回らないもの

とする。  

（管理施設等）  

第２３条  水門及び 樋
ひ

２  水門は、次の各号に定めるところにより、管理用通路としての効用

を兼ねる構造とするものとする。ただし、管理用通路に代わるべき適

当な通路がある場合は、この限りでない。  

門には、必要に応じ、管理橋その他の適当な管

理施設を設けるものとする。   

（１）管理橋の幅員は、水門に接続する管理用通路の幅員を考慮した適

切な値とすること。  

（２）管理橋の設計自動車荷重は、２０トンとすること。ただし、管理

橋の幅員が３メートル未満の場合は、この限りでない。  

   第４章  橋  

（準用河川区域内に設ける橋台及び橋脚の構造の原則）  

第２４条  準用河川区域内に設ける橋台及び橋脚は、計画高水位以下の

水位の流水の作用に対して安全な構造とするものとする。  

２  準用河川区域内に設ける橋台及び橋脚は、計画高水位以下の水位の

洪水の流下を妨げず、付近の河岸及び河川管理施設の構造に著しい支

障を及ぼさず、並びに橋台又は橋脚に接続する河床及び高水敷の洗掘

の防止について適切に配慮された構造とするものとする。   

（橋面の高さ）  

第２５条  橋面（路面及び地覆その他流水又は波浪が橋を通じて河川外

に流出することを防止するための措置を講じた部分をいう。）の高さ

は、背水区間においても、橋が横断する堤防（計画横断形が定められ

ている場合において、計画堤防の高さが現状の堤防の高さより低く、

かつ、治水上の支障がないと認められるとき、又は計画堤防の高さが

現状の堤防の高さより高いときは、計画堤防）の高さ以上とするもの



とする。  

（護岸）  

第２６条  橋の下の河岸又は堤防を保護するため必要があるときは、河

岸又は堤防をコンクリートその他これに類するもので覆うものとする。  

（管理用通路の構造の保全）  

第２７条  橋（取付部を含む。）の構造は、管理用通路（管理用通路を

設けることが計画されている場合は、当該計画されている管理用通路）

の構造を考慮して適切な構造の取付通路その他必要な施設を設けた構

造とする。ただし、管理用通路に代わるべき適当な通路がある場合は、

この限りでない。  

（適用除外）  

第２８条  第２５条の規定は、遊水地その他これに類するものの区域（橋

の設置地点を含む一連区間における計画高水位の勾配、川幅その他河

川の状況等により治水上の支障があると認められる区域を除く。）内

に設ける橋及び次の各号に掲げる橋については、適用しない。  

（１）高水敷に設ける橋で小規模なもの  

（２）低水路に設ける橋で可動式とする等の特別の措置を講じたもの  

２  この章（第２５条及び前条を除く。）の規定は、水門と効用を兼ね

る橋及び 樋
ひ

   第５章  雑則  

門又は取水塔に附属して設けられる橋については、適用

しない。  

（適用除外）  

第２９条  この条例の規定は、次に掲げる河川管理施設等については、

適用しない。  

（１）治水上の機能を早急に向上させる必要がある小区間の準用河川に

おける応急措置によって設けられる河川管理施設等  

（２）臨時に設けられる河川管理施設等  

（３）工事を施行するために仮に設けられる河川管理施設等  

（４）特殊な構造の河川管理施設等で、市長がその構造が第２章から前

章までの規定によるものと同等以上の効力があると認めるもの  

（計画高水流量等の決定又は変更があつた場合の適用の特例）  

第３０条  河川管理施設等が、これに係る工事の着手（許可工作物にあ

っては、法第２６条第１項の許可。以下この条において同じ。）があ



った後における計画高水流量、計画横断形又は計画高水位（以下この

条において「計画高水流量等」という。）の決定又は変更によってこ

の条例の規定に適合しないこととなった場合においては、当該河川管

理施設等については、当該計画高水流量等の決定又は変更がなかった

ものとみなして当該規定を適用する。ただし、工事の着手が当該計画

高水流量等の決定又は変更の後である改築（災害復旧又は応急措置と

して行われるものを除く。）に係る河川管理施設等については、この

限りでない。  

（計画高水流量の規模による特例）  

第３１条  計画高水流量が１秒間につき１００立方メートル未満の準用

河川に設ける河川管理施設等については、河川管理上の支障があると

認められる場合を除き、次の各号に定めるところによることができる。  

（１）堤防の天端幅は、計画高水位が堤内地盤高より高く、かつ、その

差が０．６メートル未満である区間においては、ア及びイに掲げる

計画高水流量に応じ、当該ア及びイに定める値以上とすること。  

ア  計画高水流量が１秒間につき５０立方メートル未満  ２メート

ル  

  イ  計画高水流量が１秒間につき５０立方メートル以上１００立方

メートル未満  ２．５メートル  

（２）堤防の高さは、計画高水位が堤内地盤高より高く、かつ、その差

が０．６メートル未満である区間においては、計画高水流量が１秒

間につき５０立方メートル未満であり、かつ、堤防の天端幅が２．５

メートル以上である場合は、計画高水位に０．３メートルを加えた

値以上とすること。  

（３）堤防に設ける管理用通路は、川幅が１０メートル未満である区間

においては、幅員は、２．５メートル以上とすること。  

附  則  

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

 

 

 



 

議案第  ３４  号  

 

 

   流山市下水道条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市下水道条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２５年２月２１日提出  

                流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  公共下水道の構造並びに都市下水路の構造及び維持管理に関

する技術上の基準を定めるためである。  



 

流山市下水道条例の一部を改正する条例  

流山市下水道条例（昭和６０年流山市条例第１４号）の一部を次のよ

うに改正する。  

目次中  
「第５章  雑則（第１６条－第２３条）  

を  
第６章  罰則（第２４条－第２６条）」  

「第５章  公共下水道の構造の基準（第１６条－第１８条）  

第６章  都市下水路の構造及び維持管理の基準（第１９条・第２０条） 

第７章  雑則（第２１条－第３３条）  

第８章  罰則（第３４条－第３６条）              」  

に改める。  

第１条中「管理」を「構造の基準、管理」に改める。  

第２６条を第３６条とし、第２５条を第３５条とする。  

第２４条の前の見出しを削り、同条第８号中「第２０条第２項」を

「第２９条第２項」に、「第２０条の２第２項」を「第３０条第２項」

に、「第２１条」を「第３１条」に改め、同条第９号中「第１７条第１

項」を「第２２条第１項」に、「第２１条」を「第３１条」に改め、同

条を第３４条とし、同条の前に見出しとして「（罰則）」を付す。  

第６章を第８章とする。  

第５章中第２３条を第３３条とし、第２２条を第３２条とする。  

第２１条前段中「第１７条」を「第２２条」に改め、同条後段を次の

ように改める。  

この場合において、第２２条、第２３条及び第２４条第１項中「法

第２４条第１項」とあるのは「法第２９条第１項」と、第２３条、第

２４条第１項、同条第２項第１号、第２５条第１項、第２７条第１号

及び第５号、第２９条第１項並びに前条第１項中「公共下水道」とあ

るのは「都市下水路」と読み替えるものとする。  

第２１条を第３１条とする。  

第２０条の２第１項中「第１９条の５」を「第２８条」に改め、同条

を第３０条とする。  

第２０条の前の見出しを削り、同条中「第１９条第１項」を「第２４

条第１項」に改め、同条を第２９条とし、同条の前に見出しとして「（原

状回復）」を付す。  

第１９条の５を第２８条とする。  



 

第１９条の４第３号中「第２０条の２」を「第３０条」に改め、同条

を第２７条とする。  

第１９条の３を第２６条とし、第１９条の２を第２５条とし、第１９

条を第２４条とし、第１８条を第２３条とし、第１７条を第２２条とし、

第１６条を第２１条とする。  

第５章を第７章とする。  

第４章の次に次の２章を加える。  

第５章  公共下水道の構造の基準  

（公共下水道の構造の基準）  

第１６条  法第７条第２項に規定する条例で定める公共下水道の構造の

基準は、次条及び第１８条に定めるところによる。  

（排水施設の構造の基準）  

第１７条  排水施設の構造の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）堅固で耐久力を有する構造とすること。  

（２）コンクリートその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水及び地下

水の浸入を最少限度のものとする措置が講ぜられていること。ただ

し、雨水を排除すべきものについては、多孔管その他雨水を地下に

浸透させる機能を有するものとすることができる。  

（３）屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生

ずるおそれのないものとして別表第３に定めるものを除く。）にあ

っては、覆い又は柵の設置その他下水の飛散を防止し、及び人の立

入りを制限する措置が講ぜられていること。  

（４）下水の貯留等により腐食するおそれのある部分にあっては、ステ

ンレス鋼その他の腐食しにくい材料で造り、又は腐食を防止する措

置が講ぜられていること。  

（５）地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の改

良、可 撓
と う

（６）排水管の内径及び排水渠の断面積は、次に定める数値を下回らな

いものとし、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下水を支障なく

流下させることができるものとすること。  

継手の設置その他の別表第４に定める措置が講ぜられて

いること。  

ア  排水管の内径の数値  １００ミリメートル（自然流下によらな

い排水管にあっては、３０ミリメートル）  



 

イ  排水渠の断面積の数値  ５ ,０００平方ミリメートル  

（７）流下する下水の水勢により損傷するおそれのある部分にあっては、

減勢工の設置その他水勢を緩和する措置が講ぜられていること。  

（８）暗渠その他の地下に設ける構造の部分で流下する下水により気圧

が急激に変動する箇所にあっては、排気口の設置その他気圧の急激

な変動を緩和する措置が講ぜられていること。  

（９）暗渠である構造の部分の下水の流路の方向又は勾配が著しく変化

する箇所その他管渠の清掃上必要な箇所にあっては、マンホールを

設けること。  

（１０）ます又はマンホールには、蓋（汚水を排除すべきます又はマン

ホールにあっては、密閉することができる蓋）を設けること。  

（適用除外）  

第１８条  前条の規定は、次に掲げる公共下水道については、適用しな

い。  

（１）工事を施行するために仮に設けられる公共下水道  

（２）非常災害のために必要な応急措置として設けられる公共下水道  

第６章  都市下水路の構造及び維持管理の基準  

（都市下水路の構造の基準）  

第１９条  前２条の規定は、法第２８条第２項に規定する条例で定める

都市下水路の構造の基準について準用する。  

（都市下水路の維持管理の基準）  

第２０条  法第２８条第２項に規定する条例で定める都市下水路の維持

管理の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）しゅんせつは、１年に１回以上行うこと。ただし、下水の排除に

支障がない部分については、この限りでない。  

（２）洗浄ゲートその他の洗浄のための施設があるときは、洗浄は、１

月に１回以上行うこと。  

附則第２項中「第１９条第１項」を「第２４条第１項」に、「第２１

条」を「第３１条」に改める。  

別表第２の次に次の２表を加える。  

別表第３（第１７条関係）  

 生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生ずるおそれのない

排水施設（これを補完する施設を含む。以下同じ。）  



 

 

１  排水管その他の下水が飛散し、及び人が立ち入るおそれのない

構造のもの  

２  人が立ち入ることが予定される部分を有する場合には、当該部

分を流下する下水の上流端における水質が次に掲げる基準に適合

するもの  

（１）政令第６条に規定する基準  

（２）大腸菌が検出されないこと。  

（３）濁度が２度以下であること。  

３  前２項に掲げるもののほか、周辺の土地利用の状況、当該施設

に係る下水の水質その他の状況からみて、生活環境の保全又は人

の健康の保護に支障が生ずるおそれがないと認められるもの  

別表第４（第１７条関係）  

 排水施設の耐震性能を確保するために講ずべき措置  

１  排水施設の周辺の地盤（埋戻し土を含む。次項及び第４項にお

いて同じ。）に液状化が生ずるおそれがある場合においては、当

該排水施設の周辺の地盤の改良、埋戻し土の締固め若しくは固化

若しくは砕石による埋戻し又は杭基礎の強化その他の有効な損傷

の防止又は軽減のための措置  

２  排水施設の周辺の地盤に側方流動が生ずるおそれがある場合に

おいては、護岸の強化又は地下連続壁の設置その他の有効な損傷

の防止又は軽減のための措置  

３  排水施設の伸縮その他の変形により当該排水施設に損傷が生ず

るおそれがある場合においては、可 撓
と う

４  前３項に定めるもののほか、施設に用いられる材料、施設の周

辺の地盤その他の諸条件を勘案して、排水施設の耐震性能を確保

するために必要と認められる措置  

継手又は伸縮継手の設置そ

の他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置  

備考  

１  この表における排水施設の耐震性能は、次の各号に掲げるとお

りとする。  

（１）重要な排水施設の耐震性能は、次に定めるとおりとする。  



 

ア  レベル１地震動（施設の供用期間内に発生する確率が高い

地震動をいう。）に対して、所要の構造の安定を確保し、か

つ、当該排水施設の健全な流下能力を損なわないこと。  

イ  レベル２地震動（施設の供用期間内に発生する確率が低い

が、大きな強度を有する地震動をいう。）に対して、生じる

被害が軽微であり、かつ、地震後の速やかな流下能力の回復

が可能なものとし、当該排水施設の所期の流下能力を保持す

ること。  

（２）その他の排水施設の耐震性能は、前号アに定めるとおりとす

る。  

２  前項において使用する次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるとおりとする。  

（１）重要な排水施設  次のいずれかに該当する排水施設をいう。  

ア  地域の防災対策上必要と認められる施設の下水を排除する

ために設けられる排水施設その他の都市機能の維持を図る上

で重要な排水施設  

イ  破壊した場合に二次災害を誘発するおそれがあり、又は復

旧が極めて困難であると見込まれる排水施設  

（２）その他の排水施設  前号に定める排水施設以外の排水施設を

いう。  

附  則  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

 



報告第  １  号  

 

 

専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  平成２５年２月２１日報告  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市道の側溝の管理瑕疵による物損事故に係る和解及び損害賠

償の額の決定について専決処分したので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律６７号）第１８０条第１項の規定による

専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び２

の規定により、次のとおり専決処分する。  

  平成２４年１２月２５日  

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  事 故 名  市道の側溝の上を相手方の自動車が走行した際、            

側溝の蓋が跳ね上がったことにより生じた当該

自動車の物損事故  

２  事故発生年月 日  平成２４年１１月４日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市平和台１丁目３番１０地先  

４  事 故 の 相 手 方  所有者  流山市○○○○○○○○○○○  

               ○○○○○  

           使用者  流山市○○○○○○○○○○○  

○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２４年１２月２５日  

７  和 解 の 要 旨  相 手 方 の 損 害 額２６，０００円のうち、市が  

７，８００円を負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ７，８００円  

 



報告第  ２  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  平成２５年２月２１日報告  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  公用車による物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定に

ついて専決処分したので、報告するためである。  

 



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２４年１２月２６日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事   故   名  生涯学習部図書・博物館職員の運転する公用車

（市が賃借している自動車）が、ブロック塀に

接触したことによる当該自動車の物損事故  

２  事故発生年月日  平成２４年９月１９日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市加一丁目１２２５番６地先  

           流山市立博物館公用車駐車場  

４  事 故 の 相 手 方  所有者  大阪府大阪市中央区農人橋二丁目１番

３６号  

               大和リース株式会社  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  平成２４年１２月２６日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額２９８，７４２円、全額を市が

負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ２９８，７４２円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  平成２５年１月１１日  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 故 名  健康福祉部介護支援課職員の運転する公用車（市

が賃借している自動車）が電柱に接触したこと

による当該自動車の物損事故  

２  事故発生年月 日  平成２４年８月２９日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市平和台２丁目１番地先  

４  事 故 の 相 手 方  所有者  東京都港区芝浦一丁目２番１号  

日本カーソリューションズ株式会社  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２５年１月１１日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額４７，５５５円、全額を市が負

担する。  

８  損 害 賠 償 額  ４７，５５５円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  平成２５年１月１１日  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 故 名  健康福祉部介護支援課職員の運転する公用車（市

が賃借している自動車）が道路の柵に接触した

ことによる当該自動車の物損事故  

２  事故発生年月 日  平成２４年１０月３１日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市流山２丁目３１７番地先  

４  事 故 の 相 手 方  所有者  東京都港区芝浦一丁目２番１号  

日本カーソリューションズ株式会社  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２５年１月１１日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額１５，７０８円、全額を市が負

担する。  

８  損 害 賠 償 額  １５，７０８円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  平成２５年１月１１日  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 故 名  健康福祉部介護支援課職員の運転する公用車（市

が賃借している自動車）が車庫のブロック塀に

接触したことによる当該自動車の物損事故  

２  事故発生年月 日  平成２４年１１月１３日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市大字西平井４７６番５地先  

４  事 故 の 相 手 方  所有者  東京都港区芝浦一丁目２番１号  

日本カーソリューションズ株式会社  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２５年１月１１日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額８２，９０８円、全額を市が負

担する。  

８  損 害 賠 償 額  ８２，９０８円  



報告第  ３  号  

 

 

専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

平成２５年２月２１日報告  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市道の側溝の管理瑕疵による人身事故に係る和解及び損害賠

償の額の決定について専決処分したので、報告するためである。  

 



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２５年１月１８日  

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  事 故 名  市道の側溝の蓋がずれて生じた隙間に相手方自

転車の前輪が挟まり、転倒したことによる人身

事故  

２  事故発生年月 日  平成２４年１２月１３日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市大字鰭ケ崎１７３２番２２地先  

（市道８１０５１号線）  

４  事 故 の 相 手 方  流山市○○○○○○○○○○  

           ○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２５年１月１８日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額２２，８５０円、全額を市が負

担する。  

８  損 害 賠 償 額  ２２，８５０円  
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